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年次，四半期等 パート
アルバ
イト

平成元年２月 3,452 817 656 468 188 - 81 19

　　２年２月 3,488 881 710 506 204 - 80 20

　　３年２月 3,639 897 734 522 212 - 80 20

　　４年２月 3,705 958 782 555 227 - 80 21

　　５年２月 3,756 986 801 565 236 - 79 21

　　６年２月 3,805 971 800 559 241 - 80 20

　　７年２月 3,779 1,001 825 563 262 - 79 21

　　８年２月 3,800 1,043 870 594 276 - 79 22

　　９年２月 3,812 1,152 945 638 307 - 77 23

　　10年２月 3,794 1,173 986 657 329 - 76 24

　　11年２月 3,688 1,225 1,024 686 338 - 75 25

　　12年２月 3,630 1,273 1,078 719 359 33 74 26

　　13年２月 3,640 1,360 1,152 769 382 45 73 27

　　14年平均 3,489 1,451 1,053 718 336 43 230 125 71 29

　　15年平均 3,444 1,504 1,089 748 342 50 236 129 70 30

　　16年平均 3,410 1,564 1,096 763 333 85 255 128 69 31

　　17年平均 3,375 1,634 1,120 780 340 106 279 129 67 33

　　18年平均 3,415 1,678 1,126 793 333 128 284 141 67 33

　　19年平均 3,449 1,735 1,166 824 342 133 299 137 67 34

　　20年平均 3,410 1,765 1,155 824 331 140 322 148 66 34

　　21年平均 3,395 1,727 1,156 817 339 108 323 140 66 34

　　22年平均 3,374 1,763 1,196 852 344 96 333 138 66 34

　　23年平均 3,352 1,811 1,229 874 355 96 360 127 65 35

　　24年平均 3,340 1,813 1,241 888 353 90 354 128 65 35

　　25年平均 3,294 1,906 1,320 928 392 116 388 82 63 37

　　26年平均 3,278 1,962 1,347 943 404 119 411 86 63 37

　　27年1～3月平均 3,265 1,979 1,360 962 398 120 412 87 62 38

　　　　4～6月 3,314 1,953 1,336 945 391 119 410 87 63 37

　　　　7～9月 3,329 1,971 1,351 950 401 133 403 84 63 37

出典：総務省「労働力調査」

※平成13年以前は「労働力調査特別調査」,平成14年以降は「労働力調査詳細集計」により作成。
なお,「労働力調査特別調査」と「労働力調査詳細集計」とでは，調査方法，調査月などが相違することか
ら時系列比較には注意を要する。
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雇用形態の概況と労働組合の組織状況 
 

１ 雇用形態の概況 

 総務省統計局が四半期ごとにまとめている労働力調査詳細集計の「平成27年

7～9月期平均」によると、正規の労働者数（職員・従業員）は3,329万人、非

正規の労働者数（職員・従業員）は1,971万人であり、全労働者数における非

正規の労働者数の割合は37.2％となっている。 

 非正規労働者のうち、パート及びアルバイトの数は1,351万人、労働者派遣

事業所の派遣社員は133万人、契約社員及び嘱託は403万人、その他84万人とな

っている。 
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２ 労働組合の組織状況 

  平成27年6月30日現在の全国の労働組合数（※１）は52,768組合（前年53,528

組合）、労働組合員数（※２）は9,882,092人（前年9,849,176人）、推定組織

率は17.4%（前年17.5%）となっており、前年より組合数で760組合の減少、組

合員数で32,916人の減少、推定組織率で0.1ポイントの減少となった。（厚生労働

省調べ） 

 県内の労働組合数（※１）は334組合（前年337組合）、労働組合員数（※２） 

46,017人（前年46,617人）、推定組織率（※３）は13.0％（前年13.3％）とな

っており、前年と比較して組合数は3組合の減少、組合員数で600人の減少、推

定組織率は0.3ポイントの減少となった。（※４） 

 産業別にみると、労働組合数では製造業が70組合（21.0％）で最も多く、次

に公務が47組合（14.1%）、運輸業，郵便業が36組合（10.8％）の順になって

いる。 

 労働組合員数では製造業が13,113人（28.5％）で最も多く、次に公務が8,10

5人（17.6％）、教育・学習支援業が5,768人（12.5％）の順になっている。 

（県産業労働部労政雇用課調べ）（※５） 

※１ 全国及び県内の労働組合数は、単位組織組合及び単一組織組合の下部組織である単位

扱組合をそれぞれ1組合として集計したもの 

 ・単位組織組合：規約上労働者が当該組織に個人加入する形式をとり、かつ、その内部に

独自の活動を行い得る下部組織（支部等）を持たない労働組合をいう。 

 ・単一組織組合：規約上労働者が当該組織に個人加入する形式をとり、かつ、その内部に

下部組織（支部等）を有する労働組合をいう。 

 ・単位扱組合：単一組織組合の最下部の組織（支部等）をいう。 

※２ 全国及び県内の労働組合員数は、単位組織組合及び単一組織組合の下部組織である単

位扱組合の組合員数と、単一組織組合の本部及び連合扱組合に直属する組合員数を集計し

たもの。単一組織組合には、下部組織に属していない本部の組合員が存在する。 

※３ 県内の推定組織率は、労働組合員数を推定雇用者数で除した数値であり、次の方法に

より算出したものである。 

  ・平成26年経済センサス基礎調査による県内の雇用者数＝350,244人･････････① 

  ・雇用者伸び率＝平成27年6月の全国の雇用者数÷平成26年6月の全国の雇用者数 

         ＝ 56,650,000 ÷ 56,170,000 ････････････② 

  ・平成27年本県の推定雇用者数＝①×②＝353,237人･･･････････③ 

  ・平成27年推定組織率＝平成27年労働組合員数÷③×100＝13.0％ 

※４ 県内の「労働組合数」及び「労働組合員数」の過去からの推移については87ページを

参照 

※５ 県内の産業別の「労働組合数」及び「労働組合員数」の内訳については88ページを参

照
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区分 推定

年次 指数 指数 組織率

昭和35年 359 80.1 38,055 64.1- - -

　　40年 365 81.5 48,728 82.1- - -

45年 421 94.0 52,406 88.3- - -

50年 494 110.3 55,333 93.2- - -

55年 525 117.2 57,209 96.4- - -

60年 499 111.4 59,410 100.1- - -

平成2年 495 110.5 60,852 102.5- - -

3年 497 110.9 61,343 103.3-  2  491

4年 496 110.7 62,004 104.5- △ 1  661

5年 497 110.9 62,508 105.3-  1  504

6年 487 108.7 61,344 103.3- △ 10 △ 1,164

7年 485 108.3 62,096 104.6- △ 2  752

8年 481 107.4 62,082 104.6- △ 4 △ 14

9年 479 106.9 61,958 104.4- △ 2 △ 124

10年 464 103.6 60,647 102.2- △ 15 △ 1,311

11年 458 102.2 59,136 99.6- △ 6 △ 1,511

12年 448 100.0 59,362 100.0- △ 10  226

13年 446 99.6 57,912 97.6- △ 2 △ 1,450

14年 444 99.1 55,815 94.0- △ 2 △ 2,097

15年 438 97.8 54,835 92.4- △ 6 △ 980

16年 432 96.4 53,957 90.9- △ 6 △ 878

17年 405 90.4 53,586 90.3- △ 27 △ 371

18年 390 87.1 52,789 88.9- △ 15 △ 797

19年 381 85.0 52,337 88.2- △ 9 △ 452

20年 377 84.2 52,280 88.1 注(1) 15.5 △ 4 △ 57

21年 369 82.4 51,456 86.7 14.6 △ 8 △ 824

22年 361 80.6 50,840 85.6 14.4 △ 8 △ 616

23年 356 79.5 50,210 84.6 注(2) 14.1 △ 5 △ 630

24年 346 77.2 49,016 82.6 13.7 △ 10 △ 1,194

25年 337 75.2 47,542 80.1 13.2 △ 9 △ 1,474

26年 337 75.2 46,617 78.5 注(3) 13.3 0 △ 925

27年 334 74.6 46,017 77.5 13.0 △ 3 △ 600

出典：山梨県「労働組合基礎調査」

注(1)　推定組織率を推計する際に用いてきた「事業所・企業統計調査」が平成21年より「経済セン
　　　サス・基礎調査」に統合されたため、平成20年は「事業所・企業統計調査」、平成21年以降は
　　　「経済センサス・基礎調査」を使用し、算出している。
　　　　なお、「事業所・企業統計調査」と「経済センサス・基礎調査」の調査結果は差異が生じてい
　　　るが､総務省では、調査手法が異なることから、調査結果の差異が全て増加・減少を示すもの
　　　ではないとしている。
注(2)　平成23年の推定組織率は、平成24年4月に総務省統計局から公表された「労働力調査に
　　　 おける東日本大震災に伴う補完推計」の平成23年6月分の推計値を用いて計算した値であ
　     　る。　　

注(3)　平成26年の推定組織率は、その時点における推定県内雇用者数を363,495人として算出

　　　　していたが、平成27年7月公表の「平成26年経済センサス」において県内雇用者数の実数

　　　　値（350,244人）が明らかになったため、これを用いて再計算（12.8%→13.3%）した値である。

県内の労働組合数及び労働組合員数の推移

指数：平成１２年＝１００

組 合 数 組 合 員 数 対 前 年 増 減

組合数 組合員数
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組　合　数 平成2７年6月30日現在

産　業

製造業 70 21.0%

公務 47 14.1%

運輸業，郵便業 36 10.8%

卸売業，小売業 34 10.2%

学術研究，専門・技術サービス業・生活関連
サービス業，娯楽業・複合サービス事業・サー
ビス業（他に分類されないもの）

32 9.6%

医療，福祉 26 7.8%

教育，学習支援業 24 7.2%

金融業，保険業・不動産業，物品賃貸業 22 6.6%

建設業 13 3.9%

情報通信業 11 3.3%

電気・ガス・熱供給・水道業 8 2.4%

宿泊業，飲食サービス業 5 1.5%

農業・林業・漁業 4 1.2%

鉱業，採石業，砂利採取業 1 0.3%

分類不能の産業 1 0.3%

合計 334 100.0%

組　合　員　数

産　業

製造業 13,113 28.5%

公務 8,105 17.6%

教育，学習支援業 5,768 12.5%

卸売業，小売業 3,784 8.2%

金融，保険業・不動産業，物品賃貸業 3,656 7.9%

学術研究，専門・技術サービス業・生活関連
サービス業，娯楽業・複合サービス事業・サー
ビス業（他に分類されないもの）

2,712 5.9%

医療，福祉 2,681 5.8%

建設業 1,928 4.2%

運輸業，郵便業 1,726 3.8%

情報通信業 1,132 2.5%

電気・ガス・熱供給・水道業 1,094 2.4%

宿泊業，飲食サービス業 209 0.5%

農業・林業・漁業 59 0.1%

鉱業，採石業，砂利採取業 26 0.1%

分類不能の産業 24 0.1%

合計 46,017 100.0%

出典：山梨県「労働組合基礎調査」

組合数 構成比(%)

組合員数 構成比(%)

県内の産業別労働組合数及び労働組合員数の状況

※構成比は小数点以下第2位を四捨五入しているため、合計しても必ずしも
100とはならない。
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第１章 労働委員会の概要 

 

第１節 沿革 

 

 沿革の概要については、「第1部 70年史 第１章 第１節 沿革(21頁)」を参照。 

 

 

第２節 組織 

 

１ 概要 

 労働委員会の組織は、労働者を代表する者（労働者委員）、使用者を代表する者（使

用者委員）及び公益を代表する者（公益委員）各同数をもって構成されており、本県の

場合は、各5名で計15名となっている。 

 各委員の任命については、労働者委員は労働組合の推薦に基づいて、使用者委員は使

用者団体の推薦に基づいて、公益委員は使用者委員及び労働者委員の同意を得て、知事

が任命している。 

 委員の任期は2年であるが、再任を妨げない。 

 会長及び会長代理は、委員の選挙により公益委員の中から選出される。 

 また、委員会は、労働関係調整法第 10条及び第 11条の規定に基づき、労働争議のあ

っせんに当たるため、学識経験を有する者で労働争議の解決につき援助を与えることが

できる者の中からあっせん員候補者を委嘱する。 

 なお、委員会の職務を処理するため事務局が設けられ、会長の同意を得て知事が任命

する事務局長及び職員が置かれている。 
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２ 委員 

   第40期委員は平成27年6月30日をもって任期満了となり、同年7月1日に第41期

委員が任命された。任期は2年である。 

 

 

◎会長　○会長代理

氏　　名 職業・役職 備考

◎田中　正志 弁護士 再任

○小野　正毅 弁護士 新任

　加藤　里美 特定社会保険労務士 再任

　勝俣　高明 公認会計士 再任

　齋藤　雅代 山梨学院大学准教授 新任

　中澤　晴親 連合山梨会長 再任

　窪田　　清 東京電力労働組合山梨地区本部執行委員長 再任

　齊藤　伊人 ＴＤＫ労働組合甲府支部支部長 再任

　永井　幸子 ＵＡゼンセン山梨県支部支部長 再任

　萩原　雄二 連合山梨事務局長 再任

　小池　基次 山梨県経営者協会専務理事 再任

　小林　隆二 山梨県経営者協会参与 再任

　田中　好輔 甲斐日産自動車(株)代表取締役会長 再任

　細田　幸次 都留信用組合理事長 新任

　松橋　勝美 塩山鋪装(株)代表取締役社長 再任

平成28年3月1日現在

第４１期山梨県労働委員会委員名簿

公

益

委

員
労

働

者

委

員
使

用

者

委

員
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３ あっせん員候補者 

 あっせん員候補者については、次表のとおりである。あっせん員候補者の概要につい

ては、「第１部 70年史 第１章 第２節 あっせん員候補者(24頁）」を参照。 

 

氏　　名 役　　　　　職 委嘱年月日

田中　正志 山梨県労働委員会会長 平19. 7. 5

小野　正毅 山梨県労働委員会公益委員 平27．7．2

加藤　里美 山梨県労働委員会公益委員 平17. 7.11

勝俣　高明 山梨県労働委員会公益委員 平21. 7.22

齋藤　雅代 山梨県労働委員会公益委員 平27．7．2

中澤　晴親 山梨県労働委員会労働者委員 平19. 7. 5

窪田　　清 山梨県労働委員会労働者委員 平23. 7. 1

齊藤　伊人 山梨県労働委員会労働者委員 平25. 7. 2

永井　幸子 山梨県労働委員会労働者委員 平25. 7. 2

萩原　雄二 山梨県労働委員会労働者委員 平19. 7. 5

小池　基次 山梨県労働委員会使用者委員 平23. 7. 1

小林　隆二 山梨県労働委員会使用者委員 平23. 7. 1

田中　好輔 山梨県労働委員会使用者委員 平23. 7. 1

細田　幸次 山梨県労働委員会使用者委員 平27．7．2

松橋　勝美 山梨県労働委員会使用者委員 平23. 7. 1

宮原　健一 山梨県労働委員会事務局長 平27. 4.22

小林　善太 山梨県労働委員会事務局次長 平27. 4.22

小田切　春美 山梨県労働委員会事務局審査調整指導監 平26. 4.23

平成28年3月1日現在

あっせん員候補者名簿
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４ 事務局 

 現在の事務局の体制及び職員は以下のとおりであり、事務局職員の定数は 9名である

が、現員は7名である。 

 事務局体制の変遷については、「第１部 70年史 第１章 第２節 事務局(24頁)」を参

照。 

 

事務局長(1)     次長(1)     次長補佐     総務審査担当(4) 

                (審査調整指導監事務取扱)         

                 

審査調整指導監(1) 

 

職　名 氏　名 事務局就任年月日

事務局長 　宮原　健一　 平27. 4. 1

次　　長 　小林　善太　 平27. 4. 1

審査調整指導監 　小田切　春美　 平26. 4. 1

副主幹 　中村　敬　　 平27. 4. 1

主　査 　藤森　淳 　 平23. 4. 1

主　査 　林　朝子　 平27. 4. 1

主　任 　渡邊　智子　 平27. 4. 1

平成28年3月1日現在

事務局職員名簿

 

 

 

第３節 運営 

 

１ 労働委員会の職務権限 

 労働委員会の職務権限については、「第１部 70年史 第１章 第２節 労働委員会の職

務権限(23頁)」を参照。 

 

２ 会議・研修 

 会議・研修については、「第１部 70年史 第１章 第２節 会議・研修(23頁)」を参照。 
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第２章 会議・研修 

 

第１節 総会 

 

 平成 27年中の総会は、第 1009回から第 1021回まで 13回開催された。内容については、以

下のとおりである。 

 

 総会一覧 

開催 開　催

回数 年月日 公 益 労 働 使 用

1009H27.1.28 鶴　田 中　澤 小　池 １　第1008回定例総会議事録について

田　中 窪　田 小　林 ２　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

加　藤 齊　藤 武　田 ３　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

勝　俣 萩　原 田　中 ４　平成26年（個）第4号あっせんについて

深　松 松　橋 ５　平成26年（個）第5号あっせんについて

６　その他の報告事項

1010H27.2.25 鶴　田 中　澤 小　池 １　第1009回定例総会議事録について

田　中 窪　田 小　林 ２　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

加　藤 齊　藤 武　田 ３　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

勝　俣 永　井 田　中 ４　平成26年（個）第5号あっせんについて

萩　原 ５　平成27年（個）第1号あっせんについて

６　平成27年（個）第2号あっせんについて

７　争議行為予告に係る事件の実情について

８　その他の報告事項

1011H27.3.25 鶴　田 中　澤 小　池 １　山梨県労働員会審査関係事務処理要領の改正に

田　中 窪　田 小　林 　ついて

加　藤 齊　藤 武　田 ２　第1010回定例総会議事録について

勝　俣 永　井 田　中 ３　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

深　松 萩　原 松　橋 ４　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

５　平成27年（個）第1号あっせんについて

６　平成27年（個）第2号あっせんについて

７　争議行為予告に係る事件の実情について

８　その他の報告事項

出席委員
付　議　事　項　等
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開催 開　催

回数 年月日 公 益 労 働 使 用

1012H27.4.22 鶴　田 中　澤 小　池 １　あっせん員候補者の委嘱及び解任について

田　中 齊　藤 小　林 ２　第1011回定例総会議事録について

加　藤 永　井 武　田 ３　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

勝　俣 萩　原 田　中 ４　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

深　松 松　橋 ５　平成27年（個）第1号あっせんについて

６　平成27年（個）第2号あっせんについて

７　争議行為予告に係る事件の実情について

８　労働組合の資格審査について

９　その他の報告事項

1013H27.5.27 鶴　田 中　澤 小　池 １　平成27年度関東地区労使関係セミナー(第1回)

田　中 窪　田 小　林 　に対する協賛名義の使用の許可について

加　藤 齊　藤 田　中 ２　第1012回定例総会議事録について

勝　俣 萩　原 松　橋 ３　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

４　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

５　平成27年（個）第3号～第7号あっせんについて

６　争議行為予告に係る事件の実情について

７　その他の報告事項等

1014H27.6.24 鶴　田 中　澤 小　池 １　第1013回定例総会議事録について

田　中 窪　田 小　林 ２　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

加　藤 齊　藤 武　田 ３　平成27年（個）第3号～第7号あっせんについて

勝　俣 永　井 田　中 ４　争議行為予告に係る事件の実情について

深　松 ５　その他の報告事項

1015H27.7.2 田　中 中　澤 小　池 １　会長及び会長代理の選挙について

小　野 窪　田 小　林 ２　あっせん員候補者の委嘱及び解任について

加　藤 齊　藤 細　田 ３　その他の報告事項等

勝　俣 萩　原

1016H27.7.22 田　中 中　澤 小　林 １　第1014回定例総会議事録について

小　野 窪　田 田　中 ２　第1015回臨時総会議事録について

加　藤 齊　藤 細　田 ３　第508回公益委員会議について

勝　俣 永　井 ４　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

齋　藤 萩　原 ５　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

６　平成27年（個）第3号～第7号あっせんについて

７　その他の報告事項等

1017H27.8.26 田　中 窪　田 小　林 １　第1016回定例総会議事録について

小　野 永　井 武　田 ２　街頭啓発活動等の実施について

加　藤 萩　原 田　中 ３　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

勝　俣 細　田 ４　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

齋　藤 ５　平成27年（個）第3号～第7号あっせんについて

６　その他の報告事項等

出席委員
付　議　事　項　等
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開催 開　催

回数 年月日 公 益 労 働 使 用

1018H27.9.16 田　中 中　澤 小　池 １　平成27年度関東地区労使関係セミナー(第2回）

小　野 窪　田 小　林 　に対する協賛名義の使用の許可について

加　藤 永　井 田　中 ２　第1017回定例総会議事録について

勝　俣 萩　原 細　田 ３　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

齋　藤 ４　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

５　その他の報告事項等

1019H27.10.28 田　中 中　澤 小　池 １　第1018回定例総会議事録について

小　野 窪　田 小　林 ２　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

勝　俣 齊　藤 田　中 ３　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

齋　藤 永　井 ４　イオンモール甲府昭和での周知活動結果報告等

萩　原 　について

５　争議行為予告に係る事件の実情について

６　その他の報告事項等

1020H27.11.25 田　中 中　澤 小　林 １　第1019回定例総会議事録について

小　野 窪　田 田　中 ２　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

加　藤 齊　藤 ３　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

勝　俣 萩　原 ４　平成27年（個）第8号あっせんについて

齋　藤 ５　争議行為予告に係る事件の実情について

６　その他の報告事項等

1021H27.12.16 田　中 中　澤 小　池 １　平成27年度関東地区労使関係セミナー(第3回）

小　野 窪　田 小　林 　に対する協賛名義の使用の許可について

加　藤 齊　藤 田　中 ２　第1020回定例総会議事録について

勝　俣 永　井 ３　平成26年（不）第1号不当労働行為事件について

萩　原 ４　平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

５　平成27年（個）第9号あっせんについて

６　争議行為予告に係る事件の実情について

７　その他の報告事項等

出席委員
付　議　事　項　等
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第２節 公益委員会議 

 

 公益委員会議は、労働委員会が行う権限のうち準司法的機能すなわち労働組合法第 5条、第

7条、第 11 条及び第 27 条並びに労働関係調整法第 42条による処分、さらに地方公営企業等

の労働関係に関する法律第 5条第 2項に規定する事項を担当する。 

 平成 27年中は、公益委員会議は第 506回から第 508回まで 3回開催された。内容については、

以下のとおりである。 
 

　公益委員会議内容一覧　

開催 開　催

回数 年月日

506 H27.2.25 鶴田、田中 　平成26年(不)第1号及び第2号不当労働行為事件

加藤、勝俣 に伴う労働組合資格審査について

507 H27.4.13 鶴田、田中 　第41期労働委員会労働者委員推薦に係る労働組合

加藤、勝俣 資格審査について

508 H27.6.26 鶴田、田中 １　平成26年(不)第1号及び第2号不当労働行為事件

加藤、勝俣 　に伴う労働組合資格審査について（経過報告）

深松　　　 ２　平成26年(不)第1号不当労働行為事件について

３　平成26年(不)第2号不当労働行為事件について

付　議　事　項　等出席委員

 

 

 

第３節 連絡協議会、連絡会議及びその他の会議 

 

 労働委員会は労働者、使用者及び公益の各委員からなる「連絡協議会」、会長、公益委員及び

事務局長をそれぞれ対象とした「連絡会議」並びに事務局の課長等を対象とした課長会議等を

全国またはブロック単位で定期的に開催し、委員等相互の連絡を密にして事務処理について必

要な統一と調整を図っている。 
 なお、平成 27年中の開催状況は、次のとおりである。 

 

１ 連絡協議会 

【全国会議】 

（１）全国労働委員会連絡協議会第 2回運営委員会（東京都） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　27.2.20

　東京都港区 労働委員会会館

　（公）鶴田

１　個別紛争処理制度委員会の設置について
２　その他
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（２）全国労働委員会連絡協議会第 3回運営委員会（東京都） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　27.7.10

　東京都港区 労働委員会会館

　（公）田中

１　第70回全国労働委員会連絡協議会総会の運営について
２　労働委員会制度創設70周年記念誌について
３　全国労働委員会連絡協議会規約の一部改正及び全国労働委
　委員会連絡協議会表彰規程の廃止について
４　報告事項

 

 

（３）第 70回全国労働委員会連絡協議会総会（東京都） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　東京都港区 メルパルク東京ホール

　27.11.19～11.20

　（公）加藤、勝俣　（労）齊藤、萩原　（使）小林、田中

１　労働委員会の活性化について（中労委公労使提案）
２　労働組合法改正（平成16年）からの10年とこれからの労働
  委員会の展望について（新潟県公労使提案）
３　記念講演①「平成16年労組法改正と労働委員会」
　　　上智大学名誉教授　山口浩一郎
　　記念講演②「労働委員会の運営安定化と活性化」
     　独立行政法人労働政策研究・研修機構理事長　菅野和夫

 

 

【ブロック会議】 

（１）第 134回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会（東京都） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　東京都港区　ホテルアジュール竹芝

　(公)鶴田　(労)窪田、齊藤　(使)小池、小林

　27.5.25～5.26

１　派遣先企業を被申請者等とするあっせん等について
　（千葉県提案）
２　不当労働行為救済申立て後に当事者間の紛争が拡大するのを
   防ぐための対応（東京都提案）
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（２）第 135回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会（静岡県） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　27.9.10～9.11

　静岡県沼津市　ﾌﾟﾗｻ　ｳﾞｪﾙﾃﾞ　ふじのくに千本松フォーラム

　(公)田中、小野　(労)中澤、窪田　(使)小池、小林

１　フランチャイズ・システム加盟者等、近年の労組法上
　の労働者性の動向について（東京都提案）
２　組合掲示物の撤去についての不当労働行為の成否及び
　組合掲示板・組合事務所の貸与等について（静岡県提案）

 

 

２ 連絡会議 

【全国会議】 

（１）全国労働委員会会長連絡会議（群馬県） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　(公)鶴田

審査手続における和解に向けた取組（中労委提案）

　27.6.12

　群馬県高崎市　高崎ビューホテル

 

 

（２）全国労働委員会事務局長連絡会議（群馬県） 

開催年月日

開催場所

議　　題

　27.6.11

　群馬県高崎市　高崎ビューホテル

１　審査概況等について
２　調整事件等の概況について
３　平成27年度公労使委員合同研修について
４　第70回全労委総会について
５　次回の全労委会長・事務局長連絡会議の開催地について

 

 

（３）都道府県労働委員会事務局長連絡会議 

   平成 27年中においては、開催されなかった。 
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【ブロック会議】 

（１）関東ブロック労働委員会会長連絡会議（静岡県） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　(公)田中

　27.9.11

　静岡県沼津市　ﾌﾟﾗｻ　ｳﾞｪﾙﾃﾞ　ふじのくに千本松フォーラム

１　審査事件における公益委員会議の合議での意思形成に
　有効な方策について（埼玉県提案）
２　各労働委員会が直面する課題について（静岡県提案）

 

 

（２）関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議（東京都） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　27.5.25

　東京都港区　ホテルアジュール竹芝

　(公)鶴田

　使用者の利益代表者が加入する組合の救済申立適格
（東京都提案）

 

 

（３）関東ブロック労働委員会公益委員連絡会議（静岡県） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　静岡県沼津市　ﾌﾟﾗｻ　ｳﾞｪﾙﾃﾞ　ふじのくに千本松フォーラム

　(公)田中、小野

１　労組法不適合組合等を構成員に含む連合団体の労組法第2条
　適合性の考え方～法人登記のための資格審査申請を例に～
　（静岡県提案）
２　労働委員会規則第22条第4号による職業安定法第45条（労働
　者供給事業の許可）に係る資格審査の事例（静岡県提案）

　27.9.10

 
 

（４）関東ブロック労働委員会事務局長連絡会議 

   平成 27年中においては、開催されなかった。 
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３ その他の会議 

【全国会議】 

（１）全国労働委員会事務局調整主管課長会議（東京都） 

開催年月日

開催場所

議　　題

１　調整業務の運営について
２　都道府県労働委員会からの業務報告（山形県、石川県、
　鹿児島県）
３　都道府県労働委員会からの事例報告（三重県、岐阜県）
４　個別労働紛争事件における事例（静岡県、千葉県）

　東京都港区　労働委員会会館

　27.11.26

 

 

（２）全国労働委員会事務局審査主管課長会議（東京都） 

開催年月日

開催場所

議　　題

　27.11.27

１　労働委員会活性化のための都道府県労委の取り組み状況
　と実例報告
２　緊急命令（労組法第27条の20）の実例報告
３　中労委命令・裁判例ＤＢの今後の運用について

　東京都港区　労働委員会会館

 

 

【ブロック会議】 

（１）関東ブロック労委労協第 37回総会（東京都） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

　27.2.15

　東京都新宿区　新宿ワシントンホテル

　(労)萩原、永井

１　報告事項
　　（活動報告、決算報告・監査報告、中労委・全労委・
　　労委労協関係報告）
２　協議事項（活動方針、予算案、役員選出）
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（２）関東ブロック労委労協幹事会（静岡県） 

開催年月日

開催場所

出席委員

議　　題

１　労委労協次年度方針と関東ブロック労委労協の次年度方針
２　次年度総会
３　各都県労委の取り組みの情報交換

　27.11.23～11.24

　静岡県静岡市　ホテルセンチュリー静岡

　(労)中澤

 

 

（３）西関東ブロック労働委員会事務局実務担当者会議（静岡県） 

 

 
（４）関東ブロック労働委員会事務局審査・調整主管課長会議 

   平成 27年中においては、開催されなかった。 

 

 

第４節 研 修 

 

 事件の申請（申立て）があった場合に、委員及び事務局職員が情報を共有し、迅速かつ適切

な事件処理が遂行できるよう研修を実施している。また、外部の研修に積極的に参加している。 

 平成 27年中に実施、参加した研修は、以下のとおりである。 

開催年月日

開催場所

議　　題

　静岡県静岡市　静岡県労働委員会委員室

　27.7.24

１　個別あっせんにおける当事者以外の第三者の取扱について
　（新潟県）
２　個別あっせんにおける申請者への打切り（不応諾）結果通
　知等の対応について（新潟県）
３　控え室での個別対応時の取扱いについて（新潟県）
４　会議出席後の委員による復命等の有無について（新潟県）
５　平成28年度以降の西関東ブロック労働委員会事務局実務担
　当者会議の開催時期について（新潟県）
６　個別労働紛争なのか疑義のあるあっせんの取扱いについて
　（長野県）
７　あっせんにおける苦情・疑義について（長野県）
８　審査事件の事務処理について（山梨県）
９　組合申立の審査事件における組合員の死亡について
　（山梨県）
10　個別あっせんにおける一部当事者の欠席と代理人について
　（山梨県）
11　個別あっせん事件、集団あっせん事件の振分けについて
　（静岡県）
12　資格申請における組合規約の補正について（静岡県）
13　委員の研修会、勉強会について（静岡県）
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（１）事例研修 

 

 

 

実施年月日 講師等 研修内容

　27.1.28 藤森主査 平成26年(不)第1号、(不)第2号不当労働行為事件について

　27.2.25 藤森主査 平成26年(不)第1号、(不)第2号不当労働行為事件について

　27.3.25 藤森主査 平成26年(不)第1号、(不)第2号不当労働行為事件について

[春]関ブロ三者連絡協議会第1議題検討（千葉県提案）
　派遣先企業を被申請者等とするあっせん等について

[春]関ブロ三者連絡協議会第2議題検討（東京都提案）
　不当労働行為救済申立て後に当事者間の紛争が拡大するのを
防ぐための対応

[春]関東ブロック公益委員会議議題検討（東京都提案）
　使用者の利益代表者が加入する組合の救済申立適格

　27.5.27 藤森主査 不当労働行為と要件事実について

　27.6.24 藤森主査 平成26年(不)第1号、(不)第2号不当労働行為事件について

　27.7.22 藤森主査 不当労働行為事件の審査における審査計画と審問について

[秋]関ブロ三者連絡協議会第1議題検討（東京都提案）
　フランチャイズ・システムの加盟者等、近年の労組法上の労
働者性の動向について

[秋]関ブロ三者連絡協議会第2議題検討（静岡県提案）
　組合掲示物の撤去についての不当労働行為の成否及び組合掲
示板・組合事務所の貸与等について

[秋]関ブロ公益委員連絡会議第2議題検討（静岡県提案）
　労組法不適合組合等を構成員に含む連合団体の、労組法第2
条適合性の考え方

[秋]関ブロ公益委員連絡協議会第2議題検討（静岡県提案）
　労働委員会規則第22条第4号による業安定法第45条（労働者
供給事業の許可）に係る資格審査の事例

　27.9.16 藤森主査 平成26年（不）第1号不当労働行為事件第1回和解期日について

　27.10.28
中村副主幹
林主査

関東地区労使関係セミナー（第2回）事例検討
　①賞与の支給を巡って就業規則の開示を求めて争われた事例
　②時間外労働手当の支払いを求めて争われた事例

　27.12.16 藤森主査 審査事件の和解協定書における守秘義務条項について

新任委員研修
　労働委員会の役割、業務内容等
　北海道労働委員会作成映像
　　「どうする？　あなたの身近な労使トラブル」

　27.8.26
藤森主査
林主査

藤森主査　27.4.22

　27.7.2 小田切指導監
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（２）関係機関研修 

実施年月日 講師等 研修内容

　27.11.25
山梨障害者職業
センター
中條尚史氏

職場復帰支援（リワーク支援）について

 

 

（３）外部研修 

 ○委員対象の研修 

実施年月日
研修場所

研修名 受講者 研修内容

　27.2.15
　　～2.16

東京都
（新宿ワシント
ンホテル）
（東京都庁）

関東ブロック
労委労協研修会

（労）永井
（労）萩原

１　最近の重要判例の解説
２　労働委員会と裁判所との手続きと
　相違と判断

　27.9.3
　　～9.4
　
東京都
（中野サンプラ
ザ）
（労働委員会会
館）
（損保会館）

公労使委員
合同研修

27.10.3

東京都
（新宿ワシント
ンホテル）

関東ブロック
労委労協研修会

（労）齊藤
（労）萩原

１　違法派遣、直接雇用みなしと派遣先
　団交応諾義務ほか労使関係
２　企業再編と労使関係

（公）齋藤
（使）細田

講義
　最近の労働委員会を巡って
　労働法の基礎
　－労働法の体系と基本的な考え方－
基調講演・パネルディスカッション
　労働委員会における紛争処理
　－個別紛争化の流れの中で－
（公益委員）
　審査実務研修事例研究
　和解実務研修事例研究
　調整実務研修判例及び事例研究
（使用者委員）
　講演Ⅰ　労組法7条の概説と不当労働
　　　　行為審査制度の概要
　講演Ⅱ　使用者委員としての経験談
　講演Ⅲ　労組法上の労働者性、使用者
　　　　性について
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 ○事務局職員対象の研修 

 

 

 

実施年月日
研修場所

研修名 受講者 研修内容

深尾事務局
長
小田切指導
監

基調講演
　新しい有期労働契約法制について
　－平成24年改正労働契約法の留意点－
パネルディスカッション
　①試用期間中の解雇の撤回を求めた事例
　②ブログへの書き込みを理由に行われた
　懲戒解雇の撤回を求めた事例
　③労働者の解雇について団交を求めた事例

中村副主幹
林主査

講演
　労働委員会事務局職員に期待すること
　労働法の基礎
講義
　不当労働行為の審査手続について
　命令書（案）の起案のための作成手順
演習
　団体交渉拒否、不利益取扱い

　27.10.30

東京都
（中央大学
駿河台記念館）

第2回
関東地区
労使関係
セミナー

宮原事務局
長
中村副主幹
渡邊主任

基調講演
　労働紛争と多様な解決制度について
　－労働委員会による紛争解決を中心に－
パネルディスカッション
　①賞与の支給を巡って就業規則の開示
  を求めて争われた事例
　②時間外労働手当の支払いを求めて争
  われた事例

　27.6.8
　　～6.10

東京都
（労働委員会会
館）

労働委員会
事務局職員
中央研修
審査コース

　27.1.23

東京都
（日本教育会
館）

第3回
関東地区
労使関係
セミナー
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第３章 労働組合の資格審査及び決定 

 

 労働組合の資格審査の概要については、「第１部 70年史 第４章 労働組合の資格審査 

（52頁）」を参照。 

平成27年中に取り扱った資格審査は8件で、内容については次のとおりである。 

 

第１表 資格審査件数表 

係属 補正 翌　年

件数 勧告 適合 不適合 打切り 取下げ 繰越し

不当労働行為 2 2 2

法人登記

委員推薦 6 6

総会の決議

計 8 2 6 2

終結状況
区分

 

 

第２表 資格審査取扱事件一覧表 

事件
番号

労働組合名
申　請
年月日

申請理由
終　結
年月日

終結
結果

26-1Ｘ１労働組合 26.12.16 不当労働行為

26-2Ｘ２労働組合 26.12.16 不当労働行為

27-1ＪＡＭ甲信宮入バルブ労働組合 27.3.24 委員推薦 27.4.13 適合

27-2東京電力労働組合山梨総支部 27.3.24 委員推薦 27.4.13 適合

27-3三井金属韮崎事業所労働組合 27.3.24 委員推薦 27.4.13 適合

27-4甲府明電舎労働組合 27.3.24 委員推薦 27.4.13 適合

27-5
ＮＴＴ労働組合
東京総支部山梨県域分会

27.3.24 委員推薦 27.4.13 適合

27-6自治労全国一般山梨中小労働組合 27.3.24 委員推薦 27.4.13 適合
 

 

  

第４章 労働協約の拡張適用の決議 

 

 一の地域において従業する同種の労働者の大部分が一の労働協約の適用を受けるに至ったと

きは、当該労働協約の当事者の申立てに基づき、労働委員会の決議により県知事は当該地域に
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おいて従業する他の同種の労働者及びその使用者も当該労働協約の適用を受けるべきことの決

定をすることができる。 

 平成27年中に取り扱った労働協約の拡張適用はなかった。 

 

 

第５章 不当労働行為救済申立事件の審査及び判定 

 

１ 事件の処理状況 

 不当労働行為の審査については、「第１部 70年史 第３章 不当労働行為事件の審査（45

頁）」を参照。 

平成27年中に取り扱った不当労働行為救済申立事件は、第３表のとおり2件で、いずれも昨

年からの繰越しによるものである。 

救済内容別では、いずれも労働組合法第7条第1号・2号・3号の救済を求めたものである。 

業種はいずれも教育、学習支援業である。 

事件の終結状況については、いずれも翌年繰越となっている。 

 

第３表 不当労働行為救済申立事件一覧表 

事件番号 26-1 26-2

事件名 Ｙ1 Ｙ2

業種 教育，学習支援業 教育，学習支援業

申立人 Ｘ1労働組合 Ｘ2労働組合

被申立人 Ｙ1社 Ｙ2社

申立年月日 26.11.28 26.12.4

労組法第７条各号の該当 1号・2号・3号 1号・2号・3号

請求する救済内容

①定年通知撤回
②誠実団交応諾
③支配介入禁止
④ポスト・ノーティス

①パワハラの禁止
②誠実団交応諾
③非正規職員の正職員化

審査委員 田中・加藤 小野(鶴田)・勝俣

(労)中澤 (労)永井

(使)小林 (使)小池

調査回数 6 8

審問回数 2 1

和解回数 4

審査終結年月日 － －

審査終結内容及び終結後の状況 係属中 係属中

命令書交付年月日 － －

所要日数 － －

証人等数 5 2

参与委員
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２ 事件の概要 

省略 



- 111 - 

 

第６章 不当労働行為救済申立事件の再審査 

 

 不当労働行為救済申立事件における山梨県労働委員会の命令（救済・棄却）又は決定（却下）

について不服のある当事者は、中央労働委員会に再審査の申立てを行うことができる。 

 平成 27年中に山梨県労働委員会に係る再審査事件として中央労働委員会が取り扱った事件

はなかった。 

 

 

第７章 行政訴訟 

 

 不当労働行為救済申立事件における山梨県労働委員会の命令（救済・棄却）又は決定（却下）

について不服のある当事者は、地方裁判所に取消しの訴えを提起することができる。 

 平成 27年中に山梨県労働委員会に係る行政訴訟事件として裁判所が取り扱った事件はなか

った。 

 

 

第８章 公益事業における争議行為予告違反に対する処罰請求 

 

 公益事業を営む事業所において争議行為を行う場合には、その当事者は争議行為をしようと

する日の少なくとも 10日前までに、労働委員会と知事にその旨を通知しなければならず（第

10章参照）、労働委員会がこれに違反すると疑われる事実があることを知ったときには、遅滞

なく、審査を開始しなければならない。また、違反した場合、労働委員会は検察官に公訴を提

起するよう要求（処罰請求）することができる。 

 平成 27年中に取り扱った争議行為予告違反に対する処罰請求はなかった。 

 

 

第９章 地方公営企業等の使用者の利益代表者の範囲に係る認定及び告示 

 

 地方公営企業又は特定地方独立行政法人に勤務する一般職の職員が結成又は加入する労働組

合について、職員のうち労働組合法第 2条第 1号に規定する者の範囲、いわゆる使用者の利益

代表者の範囲を、当事者からの申出等に基づき公益委員会議で必要があると認める場合に、労

働委員会はその範囲を認定して告示することとなっている。 

 平成 27年中に取り扱った認定及び告示はなかった。 
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第10章 公益事業における争議行為予告通知の受理 

 

１ 概要 

 公益事業において争議行為をしようとする場合には、当事者は 10日前までに、労働委員会と

知事にその旨を通知（争議行為予告通知）しなければならない。 

 争議行為が発生している状態又は発生する恐れがある状態を労働争議といい、公益事業に係

る労働争議が発生したときは、労働委員会は速やかにその実情を調査しなければならない。 

 

２ 処理状況 

 平成 27年中に受理した争議行為予告通知は次表のとおり 2件であり、それぞれ実情調査を行

った。 

 

平成 27年争議行為予告通知者及び実情調査結果一覧表 

通 知 者 組合 
員数 交渉事項 通知日 労働争議終 

結 日 
終結 
事由 

争議 
行為 

 
山梨民主医療機関 
労働組合     

 
1,050 

 
賃上げ、夏季一時

金等 

 
27.2.18 

 
27.6.11 

 
解決 

 
あり 

 
山梨民主医療機関 
労働組合     

 
1,090 

 
年末一時金等 

 
27.10.19 

 
27.11.25 

 
解決 

 
あり 

 

 

第 11章 争議行為発生届の受理 
 

１ 概要 

  争議行為が発生したときは、当事者は直ちに労働委員会または知事にその旨を届け出なけれ

ばならない。 

  なお、公益事業以外の事業において、労働委員会が争議行為発生届の受理を契機に当該事業

に係る労働争議の発生を知り得たときには、労働委員会は必要に応じその実情を調査する。 

 

２ 処理状況   

 平成 27年中に受理した争議行為発生届は次表のとおり 2件であった。 

 なお、いずれも公益事業に係る争議であり、事前に争議行為予告通知が提出されている。（第

10章参照） 
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平成 27年争議行為発生届出者及び実情調査結果一覧表 

届 出 者 組合 
員数 交渉事項 届出日 争議行為

実 施 日 
労働争議 
終 結 日 

終結
事由 

予告
通知 

 
山梨民主医
療機関労働 
組合   

 
1,050 

 
賃上げ、夏
季一時金等  

 
27.2.18 

 
27.3.12 

 
27.6.11 

 
解決 

 
あり 

 
山梨民主医
療機関労働 
組合   

 
1,090 

 
年末一時金
等 

 
27.10.19 

 
27.11.6 

 
27.11.25 

 
解決 

 
あり 

 
 

第 12章 労働争議の調整 
 
 労働組合と使用者との間で労働条件や労使関係に関する話し合いが進まず、自主的な解決が

どうしても困難であるとして当事者からの申請があった場合、申請に基づき労働委員会は労働

争議の調整を行う。労働争議の調整方法には、「あっせん」、「調停」、「仲裁」の三つがある。 

 平成 27年中に取り扱った調整事件はなかった。 

 

 

第 13章 公共職業安定所に対する争議状態に関する通報 
 

 労働委員会は、公共職業安定所に対して、事業所において同盟罷業又は作業所閉鎖に至るお

それの多い争議が発生していること及び求職者を無制限に紹介することによって、当該争議の

解決が妨げられることを通報することができる。通報が行われた場合、公共職業安定所は当該

事業所に対し、求職者の紹介ができなくなる。 

 平成 27年中に公共職業安定所に通報を行ったものはなかった。 
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第 14章 個別的労使紛争に係るあっせん 
 
１ 事件の処理状況 
 
 個別的労使紛争のあっせんの概要については、「第１部 70年誌 第７章 個別的労使紛争

のあっせん（56頁）」を参照。 

 平成 27年中に取り扱った個別的労使紛争に係るあっせん事件は 10件であり、内容について

は次のとおりである。 

 

平成 27年個別的労使紛争に係るあっせん事件一覧表 

 

※処理日数は申請日から終結日までの歴日数 

 

  

申請日

あっせん員

指名日

取下
自主

解決

27.12.25 17

取下
自主

解決

27.11.24 23

27-9
医療，福
祉

給与支払明細書の訂正再発行
源泉徴収票の訂正再発行

27.12.9
   －

(公)　－
(労)　－
(使)　－

0

27-8
学術研究，

専門・技術

サービス業

解雇予告手当不足額の請求
解雇後の勤務した分の賃金の請
求

27.11.2
27.11.12

(公)田中正志
(公)齋藤雅代
(労)窪田清
(使)小林隆二

0

69

27-7
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.11
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1 打切 27.7.14 65

27.7.14 69

27-6
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.7
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1 打切 27.7.14

打切 27.7.14 69

27-5
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.7
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1 打切

27-4
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.7
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1

64

27-3
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.7
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1 打切 27.7.14 69

27.3.25 44

27-2
卸売業，
小売業

自宅待機命令の撤回
雇止めの撤回

27.2.12
27.3.13

(公)加藤里美
(労)萩原雄二
(使)松橋勝美

0 打切 27.4.17

27.1.22 95

27-1 建設業 3か月分の賃金相当額の支払
27.2.9
27.2.19

(公)深松和子
(労)窪田清
(使)田中好輔

1

26-5

解決

サービス
業

退職の強要をしない
26.10.20
26.11.11

(公)鶴田和雄
(労)窪田清
(使)田中好輔

3

終結
区分

打切

終結日
処理

日数

※

事件
番号

業種 あっせん事項 あっせん員
あっ

せん

回数
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２ 事件の概要 

 

省略 
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３ 労働相談 

 労働相談の概要については、「第１部 70年誌 第８章 労働相談（84頁）」を参照。 

 平成 27年中に受け付けた労働相談件数は 82件であった。 

 なお、労働相談は事務局職員が対応している。 

 

平成 27年労働相談件数一覧表

労働者 使用者 双方 計

76 6 82

19 2 0 21

ｱ 6 6

ｲ 1 1

ｳ 0

ｴ 0

ｵ 10 10

　 ｶ 0

ｷ 2 2 4

33 1 0 34

ｸ 14 14

ｹ 0

ｺ 4 4

ｻ 2 2

ｼ 2 2

ｽ 1 1

ｾ 0

ｿ 3 1 4

ﾀ 7 7

ﾁ 0

19 0 0 19

ﾂ 7 7

ﾃ 3 3

ﾄ 3 3

ﾅ 2 2

ﾆ 0

ﾇ 0

ﾈ 1 1

ﾉ 1 1

ﾊ 1 1

ﾋ 0

ﾌ 1 1

9 0 0 9

ﾍ 0

ﾎ 9 9

14 4 0 18

ﾏ 14 4 18

94 7 0 101

その他

延べ件数

セクハラ

パワハラ・嫌がらせ

その他

労働保険

その他の労働条件等（団体交渉等）

職場の人間関係

安全・衛生

福利厚生制度

社会保険

年次有給休暇

育児休業・介護休業

時間外労働

労働契約

労働時間

休日・休暇

その他賃金

年金（企業年金・厚生年金等）

労働条件等

解雇手当

休業手当

諸手当

賃金減額

一時金

退職一時金

賃金等

賃金未払

賃金増額

退職

勤務延長、再雇用

その他経営又は人事

配置転換、出向・転籍

復職

懲戒処分

実　件　数

経営又は人事

解雇

相談・助言

相談内容
区分

 



１．委員名簿  

　山梨県労働委員会の各期の委員は次のとおりである。（職業・役職欄は就任日現在）

◎

○

◎

○

第３６期委員
自 平成17年7月1日 ◎会長
至 平成19年6月30日 ○会長代理

 公益委員

氏　名 職　業 ・ 役　職 備　考

渡 辺 和 廣 弁護士

鶴 田 和 雄 弁護士

萩 原 勝 公認会計士

加 藤 里 美 社会保険労務士

山 口 亮 子 山梨大学助教授

 労働者委員

渡 辺 一 彦 連合山梨事務局長

青 柳 和 仁 ヤマト運輸労働組合山梨支部執行委員長

遠 藤 長 男 ＪＡＭキトー労働組合執行委員長

小 沢 政 人 ＮＴＴ労働組合山梨分会分会長

中 尾 守 東京電力労働組合山梨総支部執行委員長

 使用者委員

一 瀬 茂 夫 山梨県経営者協会専務理事

長 田 眞 長田組土木(株)代表取締役会長

小 泉 正 仁 山梨県民信用組合理事長

高 尾 一 (株)アスクテクニカ代表取締役社長

細 田 俊 (株)文祥堂オフィスファシリティーズ代表取締役社長

第３７期委員
自 平成19年7月1日 ◎会長
至 平成21年6月30日 ○会長代理

 公益委員

氏　名 職　業 ・ 役　職 備　考

鶴 田 和 雄 弁護士

萩 原 勝 公認会計士

加 藤 里 美 特定社会保険労務士

田 中 正 志 弁護士

深 松 和 子 山梨学院大学准教授

 労働者委員

神 宮 寺 聡 連合山梨事務局長

青 柳 和 仁 ヤマト運輸労働組合山梨支部執行委員長

遠 藤 長 男 ＪＡＭキトー労働組合執行委員長

中 澤 晴 親 ＮＴＴ労働組合山梨分会分会長

萩 原 雄 二 ルネサステクノロジ労働組合甲府支部執行委員長

 使用者委員

一 瀬 茂 夫 山梨県経営者協会専務理事

長 田 眞 長田組土木(株)代表取締役会長 H20.2.29退任

小 泉 正 仁 山梨県民信用組合理事長 H20.3.31退任

高 尾 一 (株)アスクテクニカ代表取締役社長

細 田 俊 (株)文祥堂オフィスファシリティーズ代表取締役社長

松 葉 惇 (株)石友代表取締役 H20.6.1任命

渡 邊 征 夫 都留信用組合理事長 H20.6.1任命
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◎

○

◎

○

武 田 與 光 (株)テンヨ武田代表取締役会長 H24.9.11任命

松 橋 勝 美 塩山鋪装(株)代表取締役社長

矢 澤 雄 兒 山梨県食品工業団地協同組合理事長 H24.7.14退任

小 林 隆 二 山梨県経営者協会相談役

田 中 好 輔 甲斐日産自動車(株)代表取締役社長

萩 原 雄 二 ルネサステクノロジ労働組合甲府支部執行委員長

 使用者委員

小 池 基 次 山梨県経営者協会専務理事

窪 田 清 東京電力労働組合山梨総支部執行委員長

中 澤 晴 親 ＮＴＴ労働組合山梨分会支部長

 労働者委員

神 宮 寺 聡 連合山梨事務局長

青 柳 和 仁 ヤマト運輸労働組合山梨支部執行委員長

勝 俣 高 明 公認会計士

深 松 和 子 山梨学院大学教授

田 中 正 志 弁護士

加 藤 里 美 特定社会保険労務士

氏　名 職　業 ・ 役　職 備　考

 公益委員

鶴 田 和 雄 弁護士

渡 邊 征 夫 都留信用組合理事長

第３９期委員
自 平成23年7月1日 ◎会長
至 平成25年6月30日 ○会長代理

細 田 俊 (株)文祥堂オフィスファシリティーズ代表取締役社長

松 葉 惇 (株)石友代表取締役

 使用者委員

一 瀬 茂 夫 山梨県経営者協会参与

高 尾 一 (株)アスクテクニカ相談役

萩 原 雄 二 ルネサステクノロジ労働組合甲府支部執行委員長

宮 坂 兼 夫 東京電力労働組合山梨総支部執行委員長

青 柳 和 仁 ヤマト運輸労働組合山梨支部執行委員長

中 澤 晴 親 ＮＴＴ労働組合山梨分会支部長

深 松 和 子 山梨学院大学准教授

 労働者委員

神 宮 寺 聡 連合山梨事務局長

加 藤 里 美 特定社会保険労務士

勝 俣 高 明 公認会計士

備　考

 公益委員

鶴 田 和 雄 弁護士

田 中 正 志 弁護士

第３８期委員
自 平成21年7月1日 ◎会長
至 平成23年6月30日 ○会長代理

氏　名 職　業 ・ 役　職
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◎

○

◎

○

松 橋 勝 美 塩山鋪装(株)代表取締役社長

田 中 好 輔 甲斐日産自動車(株)代表取締役会長

細 田 幸 次 都留信用組合理事長

 使用者委員

小 池 基 次 山梨県経営者協会専務理事

小 林 隆 二 山梨県経営者協会参与

永 井 幸 子 ＵＡゼンセン山梨県支部支部長

萩 原 雄 二 連合山梨事務局長

窪 田 清 東京電力労働組合山梨地区本部執行委員長

齊 藤 伊 人 ＴＤＫ労働組合甲府支部支部長

齋 藤 雅 代 山梨学院大学准教授

 労働者委員

中 澤 晴 親 連合山梨会長

加 藤 里 美 特定社会保険労務士

勝 俣 高 明 公認会計士

備　考

 公益委員

田 中 正 志 弁護士

小 野 正 毅 弁護士

第４１期委員
自 平成27年7月1日 ◎会長
至 平成29年6月30日 ○会長代理

氏　名 職　業 ・ 役　職

田 中 好 輔 甲斐日産自動車(株)代表取締役会長

松 橋 勝 美 塩山鋪装(株)代表取締役社長

小 林 隆 二 山梨県経営者協会参与

武 田 與 光 (株)テンヨ武田代表取締役会長

萩 原 雄 二 ルネサスエレクトロニクス労働組合甲府支部執行委員長

 使用者委員

小 池 基 次 山梨県経営者協会専務理事

齊 藤 伊 人 ＴＤＫ労働組合甲府支部支部長

永 井 幸 子 ＵＡゼンセン山梨県支部支部長

 労働者委員

中 澤 晴 親 連合山梨事務局長

窪 田 清 東京電力労働組合山梨総支部執行委員長

勝 俣 高 明 公認会計士

深 松 和 子 山梨学院大学教授

田 中 正 志 弁護士

加 藤 里 美 特定社会保険労務士

氏　名 職　業 ・ 役　職 備　考

 公益委員

鶴 田 和 雄 弁護士

第４０期委員
自 平成25年7月1日 ◎会長
至 平成27年6月30日 ○会長代理
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２．総会一覧
※ 開催場所はすべて労働委員会委員室

回 数 月 日
出席
人員

1 平成17年(調)第3号あっせん事件について
2 審査・調整関係事務処理要領の一部改定について

1 平成17年(調)第3号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情調査について

1 「山梨県地方労働委員会情報公開実施要綱」の改正について
2 「山梨県労働委員会が保有する個人情報の保護に係る事務取扱要領」
の制定について
3 争議行為予告の実情調査について

1 あっせん員候補者の委嘱替えについて
2 平成18年(調)第1号あっせん事件について
3 平成18年(個)第1号あっせん事件について
4 争議行為予告の実情調査について

1 平成18年(調)第1号あっせん事件について
2 平成18年(個)第1号あっせん事件について
3 争議行為予告の実情調査について

1 平成18年(個)第1号あっせん事件について
2 平成18年(調)第2号あっせん事件について
3 平成18年(調)第3号あっせん事件について
4 争議行為予告の実情調査について

1 平成18年(調)第3号あっせん争議について
2 争議行為予告の実情調査について

1 平成18年(調)第3号あっせん争議について
2 争議行為予告の実情調査について

争議行為予告の実情調査について

1 全国一般山梨県中小企業労働組合評議会からの公益委員所属事務所弁
護士の活動自粛に係る申入れについて
2 争議行為予告の実情調査について

1 全国一般山梨県中小企業労働組合評議会からの公益委員所属事務所弁
護士の活動自粛に係る再申入れについて
2 中労委平成2年（不再）第22号東日本旅客鉄道不当労働行為事件につ
いて
3 第118回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会本会議における山梨
県提出議題について
4 争議行為予告の実情調査について

1 平成18年(個)第2号あっせん事件について
2 第118回関東ブロック労働委員会三者連絡協議会本会議における山梨
県提出議題について
3 争議行為予告の実情調査について

主  要  議  題

897 18.1.25 15

898 18.2.22 13

899 18.3.22 15

900 18.4.26 15

901 18.5.24 14

902 18.6.28 15

903 18.7.26 12

904 18.8.23 14

905 18.9.27 13

906 18.10.25 14

907 18.11.22 13

908 18.12.20 13
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回 数 月 日
出席
人員

1 「個別的労使紛争あっせん制度」利用促進の新たな取り組み（案）に
ついて
2 平成18年(個)第2号事件について
3 争議行為予告の実情調査について

1 「個別的労使紛争あっせん制度」利用促進の新たな取り組み実施状況
について
2 平成18年(個)第2号事件について
3 争議行為予告の実情調査について

1 平成19年(調)第1号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情調査について

1 あっせん員候補者の委嘱替えについて
2 第37期労働委員会労働者委員の推薦手続きに係る労働組合資格審査に
ついて
3 平成19年(調)第1号あっせん事件について
4 争議行為予告の実情調査について

1 平成19年(調)第1号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情調査について

争議行為予告の実情調査について

1 会長及び会長代理の選出について
2 あっせん員候補者の委嘱替えについて

1 地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定による山梨
県企業局の非組合員とすべき者の範囲の認定及び告示について

「その他」の事項のみ

平成19年(個)第1号事件について

争議行為予告の実情調査について

争議行為予告の実情調査について

1 平成19年(調)第2号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情調査について

1 平成19年(調)第3号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情調査について

1 平成19年(調)第3号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情調査について

主  要  議  題

909 19.1.24 15

910 19.2.28 13

911 19.3.28 14

912 19.4.25 14

913 19.5.23 12

914 19.6.27 13

915 19.7.5 11

916 19.7.25 14

917 19.8.22 15

918 19.9.26 14

919 19.10.24 13

920 19.11.28 13

923 20.2.27 14

921 19.12.19 15

922 20.1.23 13
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回 数 月 日
出席
人員

1 平成20年(不)第1号不当労働行為事件について
2 争議行為予告の実情調査について

1 あっせん員候補者の委嘱替えについて
2 平成20年(不)第1号不当労働行為事件について
3 争議行為予告の実情調査について

1 全労委による共同ＰＲ事業の実施について
2 平成20年(不)第１号不当労働行為事件について
3 争議行為予告の実情調査について
4 地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定による山梨
県企業局の非組合員の範囲の認定手続の開始について（第490回公益
委員会議決定事項）
5 第63回全国労働委員会連絡協議会総会における関東ブロックとしての
議題について

1 あっせん員候補者の委嘱替えについて
2 平成20年(不)第1号不当労働行為事件について
3 平成20年(個)第1号あっせん事件について
4 争議行為予告の実情調査について
5 地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定による山梨
県企業局の非組合員の範囲の認定及び告示について（第491回公益委
員会議決定事項）

1 平成20年(不)第1号不当労働行為事件について
2 平成20年(個)第1号あっせん事件について
3 争議行為予告の実情調査について

1 平成20年(不)第1号不当労働行為事件について
2 平成20年(個)第1号あっせん事件について

平成20年(不)第1号不当労働行為事件について

1 平成20年(不)第1号不当労働行為事件について
2 争議行為予告の実情調査について

1 平成20年(不)第１号不当労働行為事件について
2 争議行為予告の実情調査について
3 労働組合の資格審査について（第492回公益委員会議決定事項）

1 平成20年(不)第１号不当労働行為事件について
2 平成20年(調)第１号あっせん事件について
3 争議行為予告の実情調査について

平成20年(不)第1号不当労働行為事件について

1 平成20年(不)第1号不当労働行為事件について
2 争議行為予告の実情について

1 平成21年(個)第1号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情について

924 20.3.27 12

主  要  議  題

925 20.4.23 12

926 20.5.28 11

927 20.6.25 14

928 20.7.23 15

929 20.8.27 15

930 20.9.24 12

931 20.10.22 13

932 20.11.26 13

933 20.12.17 15

934 21.1.28 14

935 21.2.25 13

936 21.3.18 13
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回 数 月 日
出席
人員

1 あっせん員候補者の委嘱替えについて
2 平成21年(個)第1号あっせん事件について
3 争議行為予告の実情について
4 労働組合の資格審査について（第493回公益委員会議決定事項）

1 平成21年(調)第1号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情について
3 労働組合の資格審査について（第494回公益委員会議決定事項）

1 平成21年(調)第1号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情について

会長及び会長代理の選出について

1 あっせん員候補者の委嘱替えについて
2 平成21年(調)第1号あっせん事件について
3 平成21年(調)第2号あっせん事件について
4 争議行為予告の実情について

1 平成21年(調)第2号あっせん事件について
2 争議行為予告の実情について

平成21年(調)第2号あっせん事件について

1 関東ブロック三者連絡協議会における議題回答の検討方法について
2 平成21年(調)第2号あっせん事件について
3 争議行為予告の実情について

1 定例総会の公開について
2 関東ブロック三者連絡協議会における議題回答の検討方法について
3 争議行為予告の実情について

1 第65回全国労働委員会連絡協議会総会における議題(案)の提出につい
て
2 労働組合の資格審査について（第495回公益委員会議決定事項）
3 争議行為予告の実情について

争議行為予告に係る事件の実情について

定例総会の公開について

争議行為予告に係る事件の実情について

1 あっせん員候補者の委嘱及び解任について
2 平成22年（調）第1号あっせん事件及び事後評価について
3 争議行為予告に係る事件の実情について

平成22年（個）第1号あっせん事件について

主  要  議  題

937 21.4.22 15

938 21.5.20 15

939 21.6.24 13

940 21.7.9 13

941 21.7.22 14

942 21.8.26 15

943 21.9.29 14

944 21.10.28 12

945 21.11.25 15

946 21.12.16 14

947 22.1.27 14

948 22.2.24 15

951 22.5.19 15

949 22.3.24 14

950 22.4.28 15
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回 数 月 日
出席
人員

1 平成22年（個）第1号あっせん事件について
2 平成22年（個）第2号あっせん事件について
3 争議行為予告に係る事件の実情について

1 調整関係事務処理要領の改定について
2 労働委員会研修及び定例総会の開始時間等の変更について
3 平成22年（個）第1号あっせん事件の事後評価について
4 平成22年（個）第2号あっせん事件及び事後評価について

「その他」の事項のみ

「その他」の事項のみ

1 平成22年（個）第3号あっせん事件について
2 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成22年（個）第3号あっせん事件及び事後評価について
2 平成22年（個）第4号あっせん事件について
3 争議行為予告に係る事件の実情について

1 第496回及び第497回公益委員会議決定事項について
2 平成22年（個）第4号あっせん事件及び事後評価について
3 平成22年（調）第2号あっせん事件について
4 争議行為予告に係る事件の実情について

平成22年(調)第2号あっせん事件及び事後評価について

平成23年(個)第1号あっせん事件について

1 平成23年(個)第1号あっせん事件について
2 争議行為予告に係る事件の実情について

1 あっせん員候補者の委嘱及び解任について
2 平成23年(個)第1号あっせん事件及び事後評価について
3 平成23年(調)第1号あっせん事件について
4 争議行為予告に係る事件の実情について
5 労働組合の資格審査について(第498回公益委員会議決定事項)

1 平成23年(調)第1号あっせん事件について
2 平成23年(個)第2号あっせん事件について

1 平成23年(調)第1号あっせん事件について
2 平成23年(個)第2号あっせん事件について
3 地方公営企業等の労使関係に関する法律第5条第2項の規定による山梨
県企業局の非組合員の範囲の認定手続の開始について(第499回公益委
員会議決定事項)

1 会長及び会長代理の選出について
2 あっせん員候補者の委嘱及び解任について

952 22.6.23 14

主  要  議  題

953 22.7.28 14

954 22.8.25 15

955 22.9.22 12

956 22.10.27 15

957 22.11.24 15

958 22.12.15 15

959 23.1.26 13

960 23.2.23 14

961 23.3.23 13

962 23.4.27 14

965 23.7.1 14

963 23.5.25 13

964 23.6.22 15
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回 数 月 日
出席
人員

1 平成23年度関東地区労使関係セミナーに対する協賛名義の使用の許可
について
2 平成23年(調)第1号あっせん事件及び事後評価について
3 平成23年(個)第2号あっせん事件及び事後評価について
4 平成23年(個)第3号あっせん事件について
5 地方公営企業等の労使関係に関する法律第5条第2項の規定による山梨
県企業局の非組合員の範囲の認定及び告示について(第500回公益委員
会議決定事項)

1 街頭啓発活動の実施について
2 平成23年(個)第3号あっせん事件について
3 平成23年(個)第4号あっせん事件について
4 平成23年(個)第5号あっせん事件について
5 平成23年(個)第6号あっせん事件について

1 平成23年(個)第3号あっせん事件及び事後評価について
2 平成23年(個)第5号あっせん事件について
3 平成23年(個)第6号あっせん事件について
4 平成23年(個)第7号あっせん事件について

1 平成23年(個)第5号あっせん事件及び事後評価について
2 平成23年(個)第6号あっせん事件について
3 平成23年(個)第7号あっせん事件について

1 平成23年(個)第7号あっせん事件及び事後評価について
2 争議行為予告に係る事件の実情について

争議行為予告に係る事件の実情について

あっせん事件終結後における当事者双方へのアンケートの実施につい
て

1 あっせん事件終結後における当事者双方へのアンケートの実施につい
て
2 争議行為予告に係る事件の実情について

1 争議行為予告に係る事件の実情について
2 平成24年(個)第1号あっせん事件について

1 あっせん員候補者の委嘱及び解任について
2 争議行為予告に係る事件の実情について
3 平成24年(個)第1号あっせん事件について
4 平成24年(調)第1号あっせん事件について

1 平成24年(個)第1号あっせん事件について
2 平成24年(調)第1号あっせん事件について

1 平成24年(調)第1号あっせん事件について
2 平成24年(個)第2号あっせん事件について
3 地方公営企業等の労使関係に関する法律第5条第2項の規定による地方
独立行政法人山梨県立病院機構の使用者の利益代表者の範囲の認定及
び告示について(第501回及び第502回公益委員会議決定事項)

966 23.7.27 14

主  要  議  題

967 23.8.24 15

968 23.9.28 13

969 23.10.26 15

970 23.11.22 14

971 23.12.21 10

972 24.1.25 13

973 24.2.22 14

974 24.3.21 15

977 24.6.27 14

975 24.4.25 13

976 24.5.16 14
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回 数 月 日
出席
人員

1 平成24年度関東地区労使関係セミナーに対する協賛名義の使用の許可
について
2 平成24年(個)第2号あっせん事件について

1 街頭啓発活動等の実施について
2 平成24年(個)第2号あっせん事件について
3 平成24年(調)第2号あっせん事件について

1 あっせん員候補者の委嘱及び解任について
2 平成24年(個)第2号あっせん事件について
3 平成24年(調)第2号あっせん事件について
4 平成24年(調)第3号あっせん事件について

平成24年(調)第3号あっせん事件について

1 平成24年(調)第3号あっせん事件について
2 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成24年(個)第3号あっせん事件について
2 平成24年(個)第4号あっせん事件について

1 労働委員会規則の一部改正に伴う山梨県労働委員会審査関係事務処理
要領の改正について
2 平成24年(個)第4号あっせん事件について

1 平成24年(個)第3号あっせん事件について
2 平成24年(個)第4号あっせん事件について
3 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成24年(個)第3号あっせん事件について
2 平成25年(個)第1号あっせん事件について
3 争議行為予告に係る事件の実情について

1 あっせん員候補者の委嘱及び解任について
2 平成24年(個)第3号あっせん事件について
3 平成25年(個)第1号あっせん事件について
4 争議行為予告に係る事件の実情について
5 労働組合の資格審査について(第503回及び第504回公益委員会議決定
事項）
6 平成25年(調)第1号あっせん事件について

1 平成25年(調)第1号あっせん事件について
2 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成25年(調)第1号あっせん事件について
2 争議行為予告に係る事件の実情について

1 会長及び会長代理の選挙について
2 あっせん員候補者の委嘱及び解任について

978 24.7.25 14

主  要  議  題

979 24.8.22 12

980 24.9.26 14

981 24.10.24 12

982 24.11.28 14

983 24.12.19 14

984 25.1.23 14

985 25.2.27 15

986 25.3.27 15

987 25.4.24 15

988 25.5.22 13

989 25.6.26 13

990 25.7.2 14

－134－



回 数 月 日
出席
人員

1 平成25年度関東地区労使関係セミナーに対する協賛名義の使用の許可
について
2 平成25年(調)第1号あっせん事件について
3 争議行為予告に係る事件の実情について

1 労働関係調整法の一部改正に伴う山梨県労働委員会調整関係事務処理
要領の改正について
2 山梨県労働委員会運営規程の一部改正について
3 街頭啓発活動等の実施について

「その他」の事項のみ

争議行為予告に係る事件の実情について

争議行為予告に係る事件の実情について

「その他」の事項のみ

「その他」の事項のみ

1 平成26年(個)第1号あっせん事件について
2 平成26年(個)第2号あっせん事件について
3 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成26年(個)第1号あっせん事件について
2 平成26年(個)第2号あっせん事件について
3 平成26年(調)第1号あっせん事件について
4 平成26年(個)第3号あっせん事件について
5 争議行為予告に係る事件の実情について

1 あっせん員候補者の委嘱及び解任について
2 平成26年(個)第1号あっせん事件について
3 平成26年(個)第2号あっせん事件について
4 平成26年(調)第1号あっせん事件について
5 平成26年(個)第3号あっせん事件について
6 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成26年(個)第1号あっせん事件について
2 平成26年(調)第1号あっせん事件について
3 平成26年(個)第3号あっせん事件について
4 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成26年(調)第1号あっせん事件について
2 平成26年(個)第3号あっせん事件について

1 平成26年度関東地区労使関係セミナー(第1回)に対する協賛名義の使用
2 平成26年(調)第1号あっせん事件について
3 平成26年(個)第3号あっせん事件について

街頭啓発活動等の実施について

主  要  議  題

991 25.7.24 15

992 25.8.28 13

993 25.9.25 13

994 25.10.23 14

995 25.11.27 14

996 25.12.18 15

997 26.1.22 12

998 26.2.26 13

999 26.3.26 15

1000 26.4.23 15

1001 26.5.28 14

1002 26.6.25 12

1003 26.7.23 15

1004 26.8.27 14
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回 数 月 日
出席
人員

平成26年度関東地区労使関係セミナー(第2回)に対する協賛名義の使
用の許可について

1 平成26年(個)第4号あっせん事件について
2 平成26年(個)第5号あっせん事件について
3 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成26年(個)第4号あっせん事件について
2 平成26年(個)第5号あっせん事件について
3 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成26年度関東地区労使関係セミナー(第3回)に対する協賛名義の使
用の許可について
2 平成26年(不)第1号不当労働行為事件について
3 平成26年(不)第2号不当労働行為事件について
4 第505回公益委員会議決定事項について
5 平成26年(個)第4号あっせん事件について
6 平成26年(個)第5号あっせん事件ついて
7 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
2 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
3 平成26年（個）第4号あっせん事件について
4 平成26年（個）第5号あっせん事件について

1 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
2 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
3 平成26年（個）第5号あっせん事件について
4 平成27年（個）第1号あっせん事件について
5 平成27年（個）第2号あっせん事件について
6 争議行為予告に係る事件の実情について

1 山梨県労働員会審査関係事務処理要領の改正について
2 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
3 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
4 平成27年（個）第1号あっせん事件について
5 平成27年（個）第2号あっせん事件について
6 争議行為予告に係る事件の実情について

1 あっせん事件員候補者の委嘱及び解任について
2 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
3 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
4 平成27年（個）第1号あっせん事件について
5 平成27年（個）第2号あっせん事件について
6 争議行為予告に係る事件の実情について
7 労働組合の資格審査について

1 平成27年度関東地区労使関係セミナー(第1回)に対する協賛名義の使
用の許可について
2 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
3 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
4 平成27年（個）第3号～第7号あっせん事件について
5 争議行為予告に係る事件の実情について

主  要  議  題

1005 26.9.24 15

1006 26.10.22 14

1007 26.11.26 15

1008 26.12.17 15

1009 27.1.28 14

1010 27.2.25 13

1013 27.5.27 12

1011 27.3.25 15

1012 27.4.22 14
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回 数 月 日
出席
人員

1 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
2 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
3 平成27年（個）第3号～第7号あっせん事件について
4 争議行為予告に係る事件の実情について

1 会長及び会長代理の選挙について
2 あっせん事件員候補者の委嘱及び解任について

1 第508回公益委員会議について
2 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
3 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
4 平成27年（個）第3号～第7号あっせん事件について

1 街頭啓発活動等の実施について
2 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
3 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
4 平成27年（個）第3号～第7号あっせん事件について

1 平成27年度関東地区労使関係セミナー(第2回)に対する協賛名義の使
用の許可について
2 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
3 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について

1 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
2 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
3 イオンモール甲府昭和での周知活動結果報告等について
4 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
2 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
3 平成27年（個）第8号あっせんについて
4 争議行為予告に係る事件の実情について

1 平成27年度関東地区労使関係セミナー（第3回）に対する協賛名義の
使用の許可について
2 平成26年（不）第1号不当労働行為事件について
3 平成26年（不）第2号不当労働行為事件について
4 平成27年（個）第9号あっせんについて
5 争議行為予告に係る事件の実情について

27.11.25 11

1018 27.9.16 13

1021 27.12.16 12

1019 27.10.28 12

1020

1016 27.7.22 13

1017 27.8.26 12

主  要  議  題

1014 27.6.24 13

1015 27.7.2 11
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３．公益委員会議一覧
※ 開催場所はすべて労働委員会委員室

回 数 年 月 日
出席
人員

審査・調整関係事務処理要領等の改正について

第37期労働委員会労働者委員推薦のための労働組合資格審査につ
いて

第37期労働委員会労働者委員推薦のための労働組合資格審査につ
いて

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定による
山梨県企業局の非組合員とすべき者の範囲の認定及び告示について

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定による
山梨県企業局の非組合員とすべき者の範囲の認定及び告示について

平成20年(不)第1号不当労働行為事件について

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定による
山梨県企業局の非組合員の範囲の認定手続の開始について

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定による
山梨県企業局の非組合員の範囲の認定及び告示について

平成20年(不)第１号不当労動行為事件に伴う労働組合資格審査に
ついて

第38期労働委員会労働者委員推薦に係る労働組合資格審査につい
て

第38期労働委員会労働者委員推薦に係る労働組合資格審査につい
て

法人登記のための労働組合資格審査について

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定に基づ
く地方独立行政法人山梨県立病院機構における使用者の利益代表者
の範囲に係る認定手続の開始について

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定に基づ
く地方独立行政法人山梨県立病院機構における使用者の利益代表者
の範囲に係る認定及び告示について

第39期労働委員会労働者委員推薦に係る労働組合資格審査につい
て

498 23.4.12 5

496
22.12.9～10
(持ち回り)

5

497 22.12.15 4

494 21.4.28 5

495 21.12.2 5

492
20.11.6～7
(持ち回り)

5

493 21.4.16 5

490
20.5.20～22
(持ち回り)

5

491 20.5.28 4

488 19.6.27 4

489 20.3.26 4

486 19.4.23 4

487 19.6.21 4

主  要  議  題

484 18.1.19 5

485 19.4.16 4
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回 数 年 月 日
出席
人員

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定に基づ
く山梨県企業局における使用者の利益代表者の範囲に係る認定手続
の開始について

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定に基づ
く山梨県企業局における使用者の利益代表者の範囲に係る認定及び
告示について

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定に基づ
く地方独立行政法人山梨県立病院機構における使用者の利益代表者
の範囲に係る認定手続の開始について

地方公営企業等の労働関係に関する法律第5条第2項の規定に基づ
く地方独立行政法人山梨県立病院機構における使用者の利益代表者
の範囲に係る認定及び告示について

第40期労働委員会委員の労働者委員推薦に係る労働組合資格審査
について

第40期労働委員会委員の労働者委員推薦に係る労働組合資格審査
について

1 平成26年(不)第1号不当労働行為事件について
2 平成26年(不)第2号不当労働行為事件について

平成26年(不)第1号及び第2号不当労働行為事件に伴う労働組合資
格審査について

第41期労働委員会労働者委員推薦に係る労働組合資格審査につい
て

1 平成26年(不)第1号及び第2号不当労働行為事件に伴う労働組合資
格審査について（経過報告）
2 平成26年(不)第1号不当労働行為事件について
3 平成26年(不)第2号不当労働行為事件について

499
23.6.16～20
(持ち回り)

5

主  要  議  題

500 23.7.1 4

501
24.5.29～30
(持ち回り)

5

502 24.6.27 5

503 25.4.12 5

504
25.4.16～18
（持ち回り）

5

505 26.12.17 5

508 27.6.26 5

506 27.2.25 4

507 27.4.13 4
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４．歴代事務局長一覧

（平成28年3月1日現在）

職名

事務局長 角田　武一 H17.4.1 H19.3.31

〃 望月　行雄 H19.4.1 H20.3.31

〃 有泉　晴廣 H20.4.1 H21.3.31

〃 髙橋　哲朗 H21.4.1 H22.3.31

〃 藤原　一治 H22.4.1 H23.3.31

〃 石合　一仁 H23.4.1 H24.3.31

〃 山本　正彦 H24.4.1 H25.3.31

〃 市川　由美 H25.4.1 H26.3.31

〃 深尾　嘉仁 H26.4.1 H27.3.31

〃 宮原　健一 H27.4.1

氏名 就任年月日 退任年月日
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５．調整関係

　（１）調整事件一覧

申請日

あっせん員指
名日

18.6.20
18.7.10

※1 処理日数は申請日から終結日までの歴日数

※2　3つの組合(うち、1つは上部団体)が連名で申請した。組合員数は当該3労組の合計数である。

21.10.6
　－

－ 0718 21-3
医療，福
祉

3
不開
始

21.10.15 10

(公)深松和子
(労)萩原雄二
(使)松葉惇

0 取下 21.10.9 81

解雇撤回

717 21-2
サービス
業

35
解雇撤回
団体交渉の応諾

21.7.21
21.7.29

21.5.15
21.5.25

(公)加藤里美
(労)青柳和仁
(使)細田俊

3 打切 21.7.8 55

(公)萩原勝
(労)青柳和仁
(使)一瀬茂夫

1 打切 20.12.10 10

716 21-1
運輸業，
郵便業

40

団交応諾
解雇撤回
配置転換命令撤回
未払い賃金等の支払い

715 20-1製造業 36
解雇通知撤回
団体交渉の応諾

20.12.1
20.12.9

19.12.25
20.1.23

(公)鶴田和雄
(公)深松和子
(労)中澤晴親
(使)長田眞

1 打切 20.2.14 52

(公)萩原勝
(労)遠藤長男
(使)細田俊

1 解決 19.12.17 14

714 19-3
サービス
業

30
解雇撤回
団体交渉の応諾

2
(公)加藤里美
(労)中尾守
(使)小泉正仁

解決 19.5.21 64

713 19-2
運輸業，
郵便業

61 年末一時金の支給
19.12.4
19.12.12

1 打切 18.8.8 50

712 19-1
卸売業，
小売業

30
夏季一時金の支給
（アルバイト）

19.3.19
19.4.4

0
取下
自主
解決

18.6.28 9

711 18-3
卸売業，
小売業

623
※2

夏季一時金の支給
（アルバイト）

(公)加藤里美
(労)中尾守
(使)小泉正仁

打切 18.5.8 46

710 18-2
卸売業，
小売業

623
※2

夏季一時金の支給
（職員及びパート）

18.6.20
－

－

終結日
処理
日数
※1

709 18-1
サービス
業

30
解雇撤回
契約どおりの雇用継続
団交応諾

18.3.24
18.4 4

{公)萩原勝
(公)山口亮子
(労)青柳和仁
(使)細田俊

3

17.12.20
17.12.26

(平成27年12月31日現在)

通し
番号

事件
番号

業種
組合
員数

調整事項 あっせん員
調整
回数

終結
区分

(公)渡辺和廣
(公)加藤里美
(労)小沢政人
(使)高尾一

4 解決 18.2.7 50708 17-3
卸売業，
小売業

30

解雇撤回
契約書記載の賃金及び時
間外労働賃金の支払い
団交応諾
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申請日

あっせん員指
名日

719 22-1

生活関連
サービス
業，娯楽
業

30
解雇撤回
配置転換撤回

13

あっせん員
調整
回数

終結
区分

終結日
処理
日数
※1

22.11.29
22.12.14

22.3.25
22.3.30

(公)鶴田和雄
(公)勝俣高明
(労)宮坂兼夫
(使)高尾一

1 打切 22.4.6

721 23-1
卸売業，
小売業

30 解雇の撤回

720 22-2
運輸業，
郵便業

30
雇止めの撤回
雇用契約の更新

85

(公)深松和子
(労)宮坂兼夫
(使)細田俊

1 打切 22.12.22 24

24.4.10
24.5.1

23.4.5
23.5.20

(公)田中正志
(労)宮坂兼夫
(使)一瀬茂夫

2 解決 23.6.28

723 24-2
運輸業，
郵便業

40
一時金不足分の支払
定期昇給の実施

722 24-1
教育，学
習支援業

35 解雇の撤回

46

(公)勝俣高明
(労)中澤晴親
(使)小林隆二

2 解決 24.6.13 65

24.9.24
24.10.10

24.7.30
24.8.22

(公)鶴田和雄
(労)神宮寺聡
(使)松橋勝美

0 打切 24.9.13

25-1製造業 40
雇用継続
65歳までの雇用保障

724 24-3
医療，福
祉

40

未払賃金(残業代)の支払
セクハラ・パワハラに対
する慰謝料の支払及び文
書による謝罪

3 解決 25.6.14 52

(公)田中正志
(労)萩原雄二
(使)小池基次

1 解決 24.11.12 50

3 打切 26.7.10 134726 26-1
教育，学
習支援業

31
教員の定年の引下げ
給与削減

調整事項
組合
員数

業種
事件
番号

通し
番号

(公)田中正志
(労)永井幸子
(使)小林隆二

26.2.27
26.3.24

25.4.24
25.5.8

(公)加藤里美
(労)萩原雄二
(使)武田與光

725
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S21 31 41 51 61
〜 〜 〜 〜 〜

30 40 50 60 H7

4 4

6 1 7

5 1 1 7

16 4 2 22

42 58 38 6 4 1 149

24 5 5 1 35

5 2 7

2 2 5 2 11

1 3 2 6

6 2 3 27 6 44

8 1 3 12

9 15 25 17 6 72

8 7 4 1 20

1 1 2

5 30 82 51 8 1 177

2 7 13 2 1 1 26

4 6 10

1 10 3 1 1 16

1 7 10 1 1 20

9 1 5 11 8 1 3 1 39

12 1 1 14

1 1

169 155 202 126 37 1 1 2 4 2 2 701

　（２）産業別調整事件取扱件数一覧（その１）

計
年

産業別

卸 売 業 、 小 売 業

運 輸 通 信 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道 業

パルプ、紙、紙加工品製造
業

出版、印刷、同関連産業

窯業、土石製品製造業

14

計

8 9 10

建 設 業

鉱 業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

そ の 他 製 造 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

そ の 他

12

化 学 工 業

公 務

医 療 業

教 育

そ の 他 サ ー ビ ス

13

金 属 製 品 製 造 業

サ
ー

ビ
ス
業

製
　
　
造
　
　
業

食 料 品 製 造 業

木材、木製品、家具装備品製造業

繊維工業・繊維製品製造業

機 械 器 具 製 造 業

11

－143－



1 1

1 1

1 1 1 1 1 5

1 2 1 1 5

1 1 1 3

1 1 2

2 1 1 1 1 6

1 1 2

2 2 3 3 3 1 3 2 1 3 1 1 25

公 務

飲 食 店 、 宿 泊 業

計

そ の 他

※　平成15年以降は新産業分類基準により分類

26

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

サービス業、複合サービス
業

運 輸 業

16

印 刷 、 同 関 連 産 業

製
　
　
造
　
　
業

食 料 品 製 造 業

木材、木製品、家具装備品製造業

繊維工業・繊維製品製造業

電気、ガス、熱供給、水道
業

金 属 製 品 製 造 業

年

　（２）産業別調整事件取扱件数一覧（その２）

23 24 2517 27

（平成27年12月31日現在）

22

卸 売 業 、 小 売 業

計18 19 20

建 設 業

鉱 業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

H15

情 報 通 信 業

そ の 他 製 造 業

機 械 器 具 製 造 業

パルプ、紙、紙加工品製造
業

窯業、土石製品製造業

化 学 工 業

21
産業別
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S21 31 41 51 61 8
～ ～ ～ ～ ～ ～
30 40 50 60 H7 17

(申請件数） 169 155 202 126 37 19 3 3 1 3 2

賃金増額 26 54 53 45 7 1 1

一時金 2 37 49 37 12 3 2 2

諸手当 4 2

その他賃金関係 16 5 3 3 3 2

退職一時金、年金 35 13 7 1 2 6

解雇手当休業手当 26 2 1

労働時間 10 2

休日、休暇 1

作業方法の変更

定年制 1

その他労働条件 4 11 11 4 1

事業休廃止操短時 6 3 1

企業合併

人員整理

配置転換 2 3 1 1 1

解雇・雇止め 20 10 19 9 4 4 1 1 1 3 2

その他経営人事 1 1 2 1

福利厚生

団交促進 4 10 43 21 2 8 1 1 1 2

事件協議制

2 1 1 2

17 6 1

7 4 2 1 2

169 155 202 126 37 31 5 4 2 9 3

※　平成7年までは1事件について主要な調整事項を1事項のみ記載している。
    平成8年からは申請のあったすべての調整事項を記載している。

21 22

　（３）調整事項別調整事件取扱件数一覧

組合承認活動

調整事項

年

協約締結等

18 20

その他

計

賃
 
金
 
制

給
与
以
外
の
労
働
条
件

経
 
営
 
又
 
は
 
人
 
事

19
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(申請件数） 1 3 1 1 0 726

賃金増額 1 188

一時金 1 145

諸手当 1 7

その他賃金関係 1 33

退職一時金、年金 64

解雇手当休業手当 29

労働時間 12

休日、休暇 1

作業方法の変更 0

定年制 1 2

その他労働条件 31

事業休廃止操短時 10

企業合併 0

人員整理 0

配置転換 8

解雇・雇止め 1 1 1 77

その他経営人事 5

福利厚生 0

団交促進 93

事件協議制 0

6

24

1 17

1 5 1 2 0 752計

組合承認活動

協約締結等

その他

賃
 
金
 
制

給
与
以
外
の
労
働
条
件

経
 
営
 
又
 
は
 
人
 
事

24 25 26 27 計
調整事項

（平成27年12月31日現在）

年
23
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1日 6日 16日 31日 61日 101日 151日 301日
～ ～ ～ ～ ～ ～ ～
5日 15日 30日 60日 100日 150日 300日

14 34 38 34 12 15 14 8 169

40 39 39 33 2 2 155

62 72 34 17 5 2 10 202

17 57 30 19 2 1 126

10 11 10 4 2 37

5 4 8 1 1 19

1 1 2

1 1 1 3

1 1

1 1 2

2 2

1 1

1 2 3

1 1

1 1

0

143 222 158 122 25 20 26 8 724

19.8% 30.7% 21.8% 16.9% 3.5% 2.8% 3.6% 1.1% 100%

※　所要日数は、指名年月日（当日含む）から終結年月日（当日含む）までの日数。

構成比

24

25

26

27

23

　（４）所要日数別調整事件取扱件数一覧

計
以上

61～H7

Ｓ21～30

31～40

41～50

51～60

（平成27年12月31日現在）

　　よって他の表の件数と合わない場合がある。

21

年

所要日数

18

19

20

8～17

22

計
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　（５）年別調整事件終結状況一覧

年 S21 31 41 51 61 8
〜 〜 〜 〜 〜 〜

終結 30 40 50 60 H7 17

規則
65-Ⅱ

1 1

規則
70-Ⅱ

規則
79

取下げ 5 10 14 6 1 1 37

移管

13 11 13 13 5 5 1 61

3 3

22 36 56 45 9 7 2 2 1 2 1 1 184

5 5

114 91119 62 21 7 1 2 1 2 1 421

8 3 1 12

裁定

1 1 2

移管

154148202126 36 19 4 2 2 3 2 1 3 1 1 704

14 7 1 22

1 1 1 2 1

※　上段－あっせん　　下段－調停

（平成27年12月31日現在）

計

不調

翌年の繰越し

2521 22 23 2418 合計

取下げ

2019

指
　
名
　
前

指
　
名
　
後

打切り

解決

26 27
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　　（１）不当労働行為事件一覧

(平成27年12月31日現在)

事件番号 20-1 26-1 26-2

事件名 Ｙ･Ｚ Ｙ1 Ｙ2

業種 宿泊業，飲食サービス業 教育，学習支援業 教育，学習支援業

申立人 Ｘ労働組合 Ｘ1労働組合 Ｘ2労働組合

被申立人 Ｙ社、Ｚ社 Ｙ1社 Ｙ2社

申立年月日 20.3.19 26.11.28 26.12.4

労組法第７条
各号の該当□

1号・2号・3号 1号・2号・3号 1号・2号・3号

請求する救済内容

①解雇撤回、原職復帰、
バックペイ
②団交応諾
③支配介入の禁止
④ポスト・ノーティス

①定年通知撤回
②誠実団交応諾
③支配介入禁止
④ポスト・ノーティス

①パワハラの禁止
②誠実団交応諾
③非正規職員の正職員化

審査委員 鶴田・田中 田中・加藤 小野(鶴田)・勝俣

(労)萩原 (労)中澤 (労)永井

(使)一瀬 (使)小林 (使)小池

調査回数 6 6 8

審問回数 2 2 1

和解回数 1 4

審査終結年月日 21.2.3 － －

審査終結内容及び
終結後の状況□□

関与和解、取下げ 係属中 係属中

命令書交付年月日 － － －

所要日数 322 － －

証人等数 3 5 2

　６．審査関係

参与委員

－149－



　（２）不当労働行為事件審査状況一覧

40

号

S21～30 21 6 15 5 4 1 9 2 1 2 1 16 1

31～40 17 18 1 15 1 2 2 2 5 6 16 2

41～50 46 48 1 29 16 2 1 4 2 27 6 4 2 6 1 27 9 3

51～60 17 20 10 7 2 3 9 3 2 3 1 11 2 1

61～H7 11 12 7 4 1 2 4 3 1 4 5 1 2

8～17 6 10 3 3 2 4 1 1 6 2

18

19

20 1 1 1 1 1

21 1 1

22

23

24

25

26 2 2 2 2 2

27 2 2

計 121 - 8 82 31 5 8 6 12 2 56 24 8 1 5 16 1 2 81 13 -

（平成27年12月31日現在）

1
・
2
号

1
・
3
号

却
下

1
・
2
・
3
号

2
・
3
号

処
罰
請
求

救
済

終結状況

繰
越
し

労働組合法第7条

1
号

2
号

申
立
件
数

係
属
件
数

個
人

組
合

個
人
・
組
合

3
号

命令・決定

和
解

取
下
げ

一
部
救
済

棄
却

年

区
分

申立人 申立理由

旧
労
調
法
第
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S21 31 41 51 61
〜 〜 〜 〜 〜

30 40 50 60 H7

1 1

0

0

4 1 5

6 1 7

2 1 3

2 2

1 1

1 2 3

3 2 5

8 1 9

1 1 1 2 1 6

3 4 2 9

0

1 18 5 4 28

2 1 1 1 1 6

2 2 4

2 4 1 1 8

2 3 5

3 3 5 2 1 14

1 1

0

21 17 46 17 11 0 3 0 0 1 1 0 117

　（３）産業別不当労働行為事件取扱件数一覧（その１）

計
年

産業別
14131211

パルプ、紙、紙加工品製造
業

出版、印刷、同関連産業

窯業、土石製品製造業

化 学 工 業

金 属 製 品 製 造 業

製
　
　
造
　
　
業

食 料 品 製 造 業

木材、木製品、家具装備品製造業

繊維工業・繊維製品製造業

機 械 器 具 製 造 業

計

8 9 10

建 設 業

鉱 業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

そ の 他 製 造 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

そ の 他

運 輸 通 信 業

電 気 、 ガ ス 、 水 道 業

公 務

医 療 業

教 育

そ の 他 サ ー ビ ス

サ
ー

ビ
ス
業

卸 売 業 、 小 売 業
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1 1

1 1

2 2

1 1 2 4

※　平成15年以降は新産業分類基準により分類

　（３）産業別不当労働行為事件取扱件数一覧（その２）

23 24 25 26 27

（平成27年12月31日現在）

18 19 20

そ の 他

運 輸 業

公 務

飲 食 店 、 宿 泊 業

医 療 、 福 祉

教 育 、 学 習 支 援 業

金 融 、 保 険 、 不 動 産 業

卸 売 業 、 小 売 業

21 22

食 料 品 製 造 業

印 刷 、 同 関 連 産 業

窯業、土石製品製造業

化 学 工 業

計

パルプ、紙、紙加工品製造
業

16 17

建 設 業

鉱 業

木材、木製品、家具装備品製造業

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

年
産業別

計

H15

そ の 他 製 造 業

機 械 器 具 製 造 業

繊維工業・繊維製品製造業

サービス業、複合サービス
業

情 報 通 信 業

電気、ガス、熱供給、水道
業

金 属 製 品 製 造 業

製
　
　
造
　
　
業
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再審査
申　立

終 結

年月日 年月日 事件番号 終結事由 終結年月日

平成2年(不再)第22号 Ｙ事件 (使）Ｙ株式会社 2.3.9
18.11.6
(認定和解)

62（不）1
63（不）1

命令 2.2.23

当委員会での取扱状況
再審査申立人事件番号 事件名

(平成27年12月31日現在）

　（４）再審査事件一覧
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　（５）年別労働組合資格審査状況一覧

S21～30 864 687 13 46 42 76

31～40 646 646 614 11 12 9 25 634 1 9 2

41～50 254 256 190 51 6 7 37 212 1 40 3

51～60 137 140 100 23 9 5 3 118 21 1

61～H7 86 87 66 14 5 1 2 77 9 1

H8～H17 83 84 67 9 7 12 75 9

18

19 11 11 11 1 11

20 1 1 1 1

21 12 12 11 1 8 4

22

23 7 7 7 7

24

25 7 7 7 1 7

26 2 2 2 2

27 6 8 6 2 6 2

計 2,116 -1,766 124 40 68 42 76 (83)(1,156) (2) (92) -

※　合計欄の（　）内の数字は昭和31年以降の合計件数である。

（平成27年12月31日現在）

資
格
あ
り

資
格
な
し

年

補
正
勧
告

区
分

総
会
決
議

そ
の
他

翌
年
繰
越

申
請
件
数

係
属
件
数

申請理由 結果

委
員
推
薦

不
当
労
働
行
為

法
人
登
記

取
下
げ

打
切
り

争
議
調
整
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７．個別的労使紛争関係

　（１）個別的労使紛争のあっせん事件一覧

申請日

あっせん員
指名日

※　処理日数は申請日から終結日までの歴日数

14

（平成27年12月31日現在）

8

9

10

11

12

13

解雇予告の撤回
前事業所への復帰

20.6.16
20.6.25

(公)加藤里美
(労)神宮寺聡
(使)高尾一

20.7.28

通し
番号

4

5

6

7

未払い賃金の支払い
立替金の支払い
逸失した失業給付金の支払い

21.3.4
21.3.18

(公)深松和子
(労)遠藤長男
(使)松葉惇

1

433 解決20-1
運輸業，
郵便業

23-2建設業 50

21.4.8 36解決

打切 23.7.6

21-1建設業

1

打切 22.12.3

異動の取消
賃金評価の見直し
賃金の改善等

23.5.18
23.6.3

(公)勝俣高明
(労)神宮寺聡
(使)一瀬茂夫

34

製造業
経営責任の転嫁に対する謝罪
退職金の支払い
失業給付金相当額の支払い

2 解決 23.3.23

0

23-1製造業
得べかりし賃金等の支払い
経済的損害等による賠償金の
支払い

23.2.18
23.2.18

22-4

(公)鶴田和雄
(労)青柳和仁
(使)渡邊征夫

22.11.16
22.11.17

(公)勝俣高明
(労)中澤晴親
(使)松葉惇

22.11.19 52

18

220 打切 22.6.28

22-3
サービス
業

パワハラの再発防止策の徹底
職場のメンタルヘルス対策の
改善

22.9.29
22.10.6

(公)加藤里美
(労)神宮寺聡
(使)高尾一

打切2

(公)田中正志
(労)萩原雄二
(使)渡邊征夫

22-2
医療，福
祉

退職勧告の撤回
前職への復帰
交通費過受給分の返還額の確
定

22.6.7
22.6.16

(公)深松和子
(労)神宮寺聡
(使)一瀬茂夫

18-1

あっ
せん
回数

1 解決 22.6.9 3022-1
卸売業，
小売業

横領発言の撤回と謝罪
退職金の支払い
有給休暇分の賃金の支払い

22.5.11
22.5.20

終結
区分

終結日
処理
日数
※

事件
番号

業種 あっせん事項 あっせん員

専門サー
ビス業

1

雇用契約の継続
社会保険への遡及加入

18.4.7
18.4.27

(公)鶴田和雄
(労)遠藤長男
(使)一瀬茂夫

2

0 取下

解決 18.6.6 61

18-2農業 未払い賃金の支払い
18.12.20
19.2.9

(公)渡辺和廣
(労)青柳和仁
(使)高尾一

19.10.9 47

解決 19.3.1 72

19-1
複合サー
ビス業

不当解雇の撤回
19.8.24
   －

(公)　　－
(労)　　－
(使)　　－
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申請日

あっせん員
指名日

3

通し
番号

事件
番号

業種 あっせん事項 あっせん員
あっ
せん
回数

0

終結
区分

終結日
処理
日数
※

15 23-3
複合サー
ビス業

解雇の撤回
23.6.24
23.7.8

(公)加藤里美
(労)中澤晴親
(使)小林隆二

3

解決 23.8.23 61

16 23-4
卸売業，
小売業

65歳までの雇用継続
雇い止めの場合は、経済的・
精神的損害による補償の支払
い

23.8.2
   －

(公)　　－
(労)　　－
(使)　　－

0

取下
自主
解決

23.8.18 17

17 23-5
複合サー
ビス業

発令（降格・減給）の撤回
職場環境の改善

23.8.2
23.9.1

(公)鶴田和雄
(労)萩原雄二
(使)松橋勝美

2

解決 23.10.4 64

18 23-6製造業
パワハラの精神的苦痛・賞与
の評価不足による慰謝料の支
払い

23.8.9
23.9.2

(公)深松和子
(労)神宮寺聡
(使)矢澤雄兒

1

打切 23.10.11 64

19 23-7
医療，福
祉

賞与・昇給に係る勤務評価の
適正化とその未払い賃金の支
払い
同勤務評価の説明・開示

23.9.9
23.9.26

(公)田中正志
(労)青柳和仁
(使)小池基次

3

打切 23.11.2 55

20 24-1
サービス
業

今後の募集時における再雇用
の確約
雇い止めに対する補償の支払
い

24.2.27
24.3.19

(公)加藤里美
(労)窪田清
(使)田中好輔

3

解決 24.4.6 40

21 24-2
金融業,
保険業

不当・違法な解雇に対する経
済的・精神的損害の補償金の
支払

24.6.7
24.6.13

(公)深松和子
(労)窪田清
(使)松橋勝美

0

解決 24.8.31 86

22 24-3
卸売業，
小売業

未消化の年休の買い取り
退職金の増額
慰謝料の支払い

24.12.5
24.12.17

(公)勝俣高明
(労)青柳和仁
(使)小林隆二

0

打切 25.3.19 105

23 24-4製造業 退職理由の変更
24.12.10
    －

(公)　　－
(労)　　－
(使)　　－

2

取下
自主
解決

25.1.31 53

24 25-1
卸売業，
小売業

退職金の２年以内での支払い
25.3.6
25.3.21

(公)加藤里美
(労)窪田清
(使)武田與光

1

取下
自主
解決

25.4.8 34

25 26-1
学術研究，
専門・技術
サービス業

退職金の増額、時間外手当の
支払
社会保険の取扱の説明

26.2.3
26.2.6

(公)鶴田和雄
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

26 26-2
医療，福
祉

パワハラに対する慰謝料の支
払

26.2.3
26.3.11

(公)深松和子
(労)中澤晴親
(使)田中好輔

打切 26.3.27 53

解決 26.4.30 87
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申請日

あっせん員
指名日

終結
区分

通し
番号

事件
番号

業種 あっせん事項 あっせん員
あっ
せん
回数

終結日
処理
日数
※

27 26-3
サービス
業

雇用形態の維持
パワハラ、退職勧奨をしない
医療費の支払

26.3.18
26.3.28

(公)勝俣高明
(労)萩原雄二
(使)松橋勝美

2 取下 26.6.23 98

28 26-4
不動産
業，物品
賃貸業

契約更新しなかった理由の説
明

26.10.8
26.11.7

(公)加藤里美
(労)齊藤伊人
(使)武田與光

1 解決 26.12.3 57

29 26-5
サービス
業

退職の強要をしない
26.10.20
26.11.11

(公)鶴田和雄
(労)窪田清
(使)田中好輔

3 打切 27.1.22 95

30 27-1建設業 3か月分の賃金相当額の支払
27.2.9
27.2.19

(公)深松和子
(労)窪田清
(使)田中好輔

1 解決 27.3.25 44

31 27-2
卸売業，
小売業

自宅待機命令の撤回
雇止めの撤回

27.2.12
27.3.13

(公)加藤里美
(労)萩原雄二
(使)松橋勝美

0 打切 27.4.17 64

32 27-3
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.7
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1 打切 27.7.14 69

33 27-4
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.7
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1 打切 27.7.14 69

34 27-5
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.7
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1 打切 27.7.14 69

35 27-6
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.7
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1 打切 27.7.14 69

36 27-7
サービス
業

雇止めの理由の説明
給与3ヶ月分と慰謝料の請求

27.5.11
27.6.3

(公)勝俣高明
(労)齊藤伊人
(使)小池基次

1 打切 27.7.14 65

37 27-8
学術研究，
専門・技術
サービス業

解雇予告手当不足額の請求
解雇後の勤務した分の賃金の
請求

27.11.2
27.11.12

(公)田中正志
(公)齋藤雅代
(労)窪田清
(使)小林隆二

0
取下
自主
解決

38 27-9
医療，福
祉

給与支払明細書の訂正再発行
源泉徴収票の訂正再発行

27.12.9
    －

(公)　　－
(労)　　－
(使)　　－

27.12.25 17

27.11.24 23

0
取下
自主
解決
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1 1

0

1 1 1 1 4

1 2 1 4

0

0

1 1

1 1 1 1 1 5

1 1 2

1 1

1 1 1 1 4

0

1 1 1 1 2 1 3 6 16

0

0

1 0 0 1 1 2 1 1 1 4 7 4 1 5 9 38

※　新産業分類基準により分類

　（２）産業別個別的労使紛争のあっせん事件取扱件数一覧

計20 21 2215 16 17 18 19

建 設 業

23 24 25 26H1314
年

27

（平成27年12月31日）

情 報 通 信 業

運 輸 業 ， 郵 便 業

卸 売 業 ， 小 売 業

電気，ガス，熱供給，水道
業

産業別

農 業 ・ 林 業 ・ 漁 業

鉱 業

製 造 業

教 育 ， 学 習 支 援 業

サービス業，複合サービス
業

公 務

そ の 他

計

金 融 業 ， 保 険 業 ，
不 動 産 業 ， 物 品 賃 貸 業

飲 食 店 ， 宿 泊 業

医 療 ， 福 祉
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　（３）あっせん事項別個別的労使紛争事件取扱件数一覧

(申請件数) 1 0 0 1 1 2 1 1 1 4 7 4 1 5 9 38

解雇 1 1 1 1 2 3 3 6 18

配置転換、出向・転籍 1 1 2 4

復職 0

懲戒処分 1 1

退職 1 1

勤務延長、再雇用 0

その他経営人事 1 1

賃金未払い 1 1 1 1 1 1 6

賃金増額 1 1

賃金減額 2 2

一時金 0

退職一時金 2 1 1 1 5

解雇手当 1 1 2

休業手当 0

諸手当 0

その他賃金 1 2 3

年金（企業年金等） 0

労働契約 1 1

労働時間 0

休日休暇 0

年次有給休暇 1 1

育児休暇介護休暇 0

時間外労働 0

安全衛生 0

福利厚生制度 0

社会保険 1 1

労働保険 1 1 2

その他労働条件 0

セクハラ 0

パワハラ嫌がらせ 1 3 3 7

1 4 2 7

1 0 0 1 1 3 1 2 3 12 13 6 1 8 11 63

23 24 25 2618 19 20 21 22

その他

計

（平成27年12月31日）

15 16 17 27 計H13 14

年

　あっせん事項

経
営
又
は
人
事

賃
金
等

労
働
条
件
等

職
場
の

人
間
関
係
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労 使 双 計 労 使 双 計 労 使 双 計 労 使 双 計

64 1 65 137 7 144121 6 127131 6 137

16 0 0 16 46 2 0 48 51 3 0 54 32 4 0 36

ｱ 7 7 25 2 27 34 1 35 17 3 20

ｲ 0 4 4 2 2 1 1

ｳ 1 1 0 1 1 0

ｴ 3 3 4 4 3 1 4 1 1

ｵ 5 5 11 11 11 1 12 9 9

　 ｶ 0 0 0 0

ｷ 0 2 2 0 4 1 5

19 0 0 19 56 3 0 59 29 1 0 30 47 1 0 48

ｸ 6 6 27 27 20 20 36 1 37

ｹ 0 0 1 1 1 1

ｺ 4 4 5 2 7 1 1 4 4

ｻ 1 1 0 2 2 0

ｼ 4 4 6 6 4 1 5 5 5

ｽ 1 1 3 3 0 0

ｾ 0 1 1 2 0 0

ｿ 0 4 4 1 1 0

ﾀ 2 2 10 10 0 0

ﾁ 1 1 0 0 1 1

18 1 0 19 26 1 0 27 33 2 0 35 42 2 0 44

ﾂ 3 3 7 1 8 7 7 10 1 11

ﾃ 2 2 6 6 2 2 9 1 10

ﾄ 3 3 1 1 2 2 3 3

ﾅ 3 3 3 3 7 7 6 6

ﾆ 0 0 1 1 0

ﾇ 2 1 3 0 1 1 1 1

ﾈ 2 2 1 1 2 2 0

ﾉ 0 1 1 0 1 1

ﾊ 1 1 1 1 5 1 6 5 5

ﾋ 2 2 4 4 6 1 7 4 4

ﾌ 0 2 2 0 3 3

11 0 0 11 13 0 0 13 20 0 0 20 18 1 0 19

ﾍ 0 1 1 4 4 2 2

ﾎ 11 11 12 12 16 16 16 1 17

16 0 0 16 22 2 0 24 18 1 0 19 15 0 0 15

ﾏ 16 0  16 22 2  24 18 1 19 15 0 15

80 1 0 81 163 8 0 171151 7 0 158154 8 0 162

その他

総　　計

セクハラ

パワハラ・嫌がらせ

その他

労働保険

その他の労働条件等（団体交渉等）

職場の人間関係

安全・衛生

福利厚生制度

社会保険

年次有給休暇

育児休業・介護休業

時間外労働

労働契約

労働時間

休日・休暇

その他賃金

年金（企業年金・厚生年金等）

労働条件等

解雇手当

休業手当

諸手当

賃金減額

一時金

退職一時金

賃金等

賃金未払

賃金増額

退職

勤務延長、再雇用

その他経営又は人事

配置転換、出向・転籍

復職

懲戒処分

実　件　数

経営又は人事

解雇

８．労働相談状況一覧

H22 H23 H24 H25

相談内容
区分
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労 使 双 計 労 使 双 計 労 使 双 計

109 8 117 76 6 82 638 34 672

27 6 0 33 19 2 0 21 191 17 0 208

ｱ 15 4 19 6 6 104 10 114

ｲ 2 1 3 1 1 10 1 11

ｳ 0 0 2 2

ｴ 0 0 11 1 12

ｵ 8 8 10 10 54 1 55

　 ｶ 0 0 0

ｷ 2 1 3 2 2 4 10 4 14

32 2 0 34 33 1 0 34 216 8 0 224

ｸ 23 23 14 14 126 1 127

ｹ 2 2 0 4 4

ｺ 1 1 4 4 19 2 21

ｻ 0 2 2 5 5

ｼ 3 2 5 2 2 24 3 27

ｽ 0 1 1 5 5

ｾ 0 0 1 1 2

ｿ 0 3 1 4 8 1 9

ﾀ 3 3 7 7 22 22

ﾁ 0 0 2 2

30 0 0 30 19 0 0 19 168 6 0 174

ﾂ 8 8 7 7 42 2 44

ﾃ 4 4 3 3 26 1 27

ﾄ 1 1 3 3 13 13

ﾅ 4 4 2 2 25 25

ﾆ 0 0 1 1

ﾇ 0 0 4 1 5

ﾈ 2 2 1 1 8 8

ﾉ 0 1 1 3 3

ﾊ 4 4 1 1 17 1 18

ﾋ 7 7 0 23 1 24

ﾌ 0 1 1 6 0 6

22 0 0 22 9 0 0 9 93 1 0 94

ﾍ 4 4 0 11 11

ﾎ 18 18 9 9 82 1 83

13 1 0 14 14 4 0 18 98 8 0 106

ﾏ 13 1 14 14 4 18 98 8 106

124 9 0 133 94 7 0 101 766 40 0 806

セクハラ

パワハラ・嫌がらせ

その他

その他

総　　計

（平成27年12月31日現在）

育児休業・介護休業

時間外労働

安全・衛生

福利厚生制度

労働保険

一時金

退職一時金

解雇手当

休業手当

諸手当

その他賃金

年金（企業年金・厚生年金等）

労働条件等

実　件　数

経営又は人事

解雇

配置転換、出向・転籍

復職

懲戒処分

退職

勤務延長、再雇用

その他の労働条件等（団体交渉等）

職場の人間関係

労働契約

労働時間

休日・休暇

年次有給休暇

賃金未払

賃金増額

賃金減額

その他経営又は人事

社会保険

合計

賃金等

H27H26

相談内容
区分
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